


ソ連原発事故の対応

ムーンライ ト計画の現状 と展望

目 次

資源エネルギー庁官房審議官

省エネルギー と蓄熱技術一中高温用潜熱蓄熱を中心 として一

自然エネルギー利用住宅システムの開発

「太平洋エネルギー協力会議」 とエネルギー協力の方向

研究所の動 き

逢 坂 国 一 ……1

米 田 文 重……3

神 本 正 行

阿 部 宜 之 ……17

渋 谷 紳 一 ……26

木 村 徹 ……36

44

}

》



ソ連原発事故の対応

資源エネルギー庁官房審議官 逢 坂 国 一 ・

、

＼

ノ

ソ連チェル ノブイル原子力発電所 の事 故は,原 子力開発 にたず さわる者に とって,

種 々様 々の感慨 を伴 って,受 け止め られた事で あろう。筆者の場合は,4月29日 の

早朝,ヨ ー ロッパから第一報 を受 け取 った ときには,7年 前 に起 った米ス リーマイ

ル島発電所事故の悪夢の再来か と,瞬 間に思 った もので ある。

しか し,事 故か ら2ヶ 月を経た今,両 事故 の我が国に対す る衝撃の度合又は様相

が大 きく異なっていることを強 く感ずる。即 ち,ソ 連事故 の 「人的被害の深刻 さ」

とは対照的に,我 が国に とって学ぶべ き教訓 として,具 体的 な改善策は,な かなか

出て来ないのである。他 方,原 子 力安全 についての国際的関心は,ヨ ー ロッパ を中

心 に,日 毎に強 くな り,今 後の国際政治 ・経済問題に少 なか らず影響 を与えること

にな りそ うである。

今後事故の詳細が発表 されてい くにつれて,若 干の修正はあるか も知れないが,

この ようになった理 由は,先 ず第一 に,ソ 連の事故炉は,ソ 連特有の安全思想の も

とに作成 した炉型の もので,設 計 ・製作 ・工事 か ら運転及び保守管理 に至 るまで,

安全確保対策が西側の諸国の もの とは,異 っていることを挙 げることがで きる。第

二 には,大 きな炉心損傷事故 としては,米 ス リーマ イル島に次 いで2回 目であ り,

教訓 として取 り入れるべ きことは,西 側諸国では,規 制問題 を含めて,ほ とんど済

んでい るこ とである。第三に,商 用発電所では初めての放射線 による人的被害 を出

し,国 境 を越 えて放射性物質が飛散 し,原 子力発電史上最大の事故になった ことで

あ る。

今後の原子力開発の推進に当た り,今 回の ソ連 原発事故 を契機 とし,あ るいは教

訓 として,何 を為すべ きであろ うか。事故直後に行 なわれた東京サ ミッ トでは,そ

の短 い声明文 の中で,「 原子 力は将来 とも益 々広範 に利用 され るエネルギー源であ

り」,「原子力の安全の確保 は国際的な責務で あ り」,「関連情報 を迅速 に国際的に提

供 する責務があ る」 旨,宣 言 し,国 際協力 を通 じて原子力安全水準の向上 を図るべ
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きことを強調 している。

これか らは,こ れまで行 われて来た西側先進国間の協力に加 えて,発 展途上 国及

び東欧諸国 との間において も,イ デオ ロギーや経済性 を超越 した安全技術,緊 急時

対応な どの協 力が必要 となろ う。 ひるがえって我が国の対応 としては,ハ ー ド面 と

云 うよ りは ソフ ト面 と くに 「非常 時にそなえた心構 え」,「管理面の高度化」,「安全

水準向上のための技術開発」 などに,も っと力 を入れ るべ きではないか,と 思 う。

そ うしなければ,国 際的 にも,国 内的 にも,原 子力発電 についての一般大衆 の信頼

を得 るのが難 し くなってい くのではないか,と 考えている昨今で ある。

(あい さか くにかず)
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ムー ンライ ト計画の現状 と展望

米 田 文 重

う

＼
ソ

1.省 エネルギーと石油代替エネルギー

導入の進展について

第1次 石油 危機 以来の我 が国のエ ネル ギー

需給の動 きをみ る と,二 つ の大 きな動 きに気

がつ く。 一つは 省エ ネルギーの進展 であ り,

他 の一 つは原子 力及び天然 ガ スとい う石油 代

替エ ネルギーの導 入の進展 であ る。

先ず 第一の点 であ るが,我 が国 におけ るこ

れ までの 省エ ネルギーの進展 には著 しい もの

が ある。例 えば,第 一 次石油 危機 前の昭 和48年

か ら最近 の昭和59年 までの変 化 をみ る と,毎

年3.2%ず つ 省エ ネル ギー が進 ん だ計算 に な

る。なぜ ならば,こ の11年 間 にエネ ルギー需要

がわずか4.5%し か 増加 して いない一方 で,国

民総 生産(GNP)は 実 質で1.5倍 と大幅 に増

加 して お り,こ の結果 実質GNP1単 位 当 た

りのエ ネル ギー需要 は0.70倍,即 ち30%減(年

平均3.2%減)と なってい るか らであ る。

次 に第二点の石油 代替エ ネル ギー導 入の進

展につ いてであ るが,エ ネルギー需要 全体 に

占め る石油 の割合 は,同 じ期 間(昭 和48年 ～

59年)に77.6%か ら58.4%に 低 下 してい る。

(一方 で,原 子力の 占め る割 合 は0.6%で あ

った もの が8.2%へ,ま た天然 ガスは0.8%で

あ った ものが8.9%へ と著 しく増大 してい る。)

さて,こ れ らの二つ の動 きの結果,省 石油

が進展 した。 省石油 の度合 を測 る もの さし と

して実質GNP1単 位 当 た りの石油需要 量 を

採 用す る と,こ れは上記 の11年 間 に0.525倍 即

ち約2分 の1と なってい る。

石 油 腰1・L工 初 ギー需要量× 石 油 腰 』1
エネルギー需要量GNPGNP

11年}昌llこ0.53f〆1=0.70f音 ×0.75丁 高

(省エネルキーの進展)(斐 叢 毒)

と分解 してみると,省 エネルギーの進展 と石

油代替エネルギー導入の進展 とがあいまって

省石油を進展させたこと,そ の貢献度がほぼ

同じ大きさであったことがわかる。

以上は,我 が国に関する記述であるが,世

界の主要国 をみて も同様のことが言える。た

だし,米 国においては石油代替エネルギー と

して石炭及び原子力の導入が進展 した。省エ

ネルギー及び石油代替エネルギー導入の進展

は世界全体で起こったのであ り,こ れが今 日

の原油価格低下をもたらした主たる要因であ

る。(表1参 照)

2.省 エネルギー技術開発の必要性 とム

ーンライ ト計画

今後,我 が国を含め世界各国の経済は引き

続 き成長 してい くであろう。ここでエネルギ
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表1.主 要国の省エネルギー及び石油代替エネルギー導入の進展

(ア) (イ) (ウ)

実 質GNP当 た りの 実質GNP当 た りの エ ネ ル ギー 需要 に 占め る

国 名 期 間 石油需要 エネルギー需要 石油需要の割合

(初年を1と した場合の最終年の値)

日 本 1973～84(11年 間) 0.53 0.70
注30

.75

1973～83(10年 間) 0.55 0.70 0.79

米 国 〃 〃 0.71 0.80 0.89

西 独 〃 〃 0.63 0.80 0.78

/∠、 〃 〃 0.59 0.84 0.70

英 〃 〃 0.59 0.79 0.74

省 エ ネ ル ギー の進 石油代替エネルギー導入
備 考 省石油の進展を表す

展を表わす の進展を表わす

注1.(ア)=(イ)×(ウ)の 関 係 が あ る。

注2.数 値 が 小 さい ほ ど対 策 が進 ん でい るこ とに なる 。

注3.日 本 の1973年 のエ ネル ギー需 要 に 占め る石 油 需 要 の割 合 は77.6%,1984年 は61.0%

61.Oした が
って,1973年 を1と す る と1984年 は=O。75と な る。77

.6

一対策 を怠っていると近い将来にエネルギー

需給が再 びひっ迫す るこ とは 目に見 えてい

る。ここに省エネルギー及び石油代替エネル

ギーの導入を強力に推進 してい くべ き所以が

ある。

省エネルギーについては,我 が国全体 とし

ての省エネルギーの進展に大 きな効果があっ

た産業構造の変化(鉄 鋼業等エネルギー多消

費産業のウェー ト低下)が 今後も続 くかどう

か不明であることを考慮すると,各 産業にお

いて一層の省エネルギーが進展することが期

待 される。

過去の省エネルギーは,各 民間企業におい

て経済的 インセンティブに起因して進められ

たものがほとんどであろう。即 ち,省 エネル

ギー投資のコス トとその投資による経済効果

を天秤にかけ,後 者の方が大 きい場合にのみ

投資を実行するという風に。過去においては

エネルギー価格が高かったため省エネ投資が

進展したが,最 近のようなエネルギー低価格

の状況下においては,以 前 と同 じ省エネルギ

ー効果がある投資であっても経済効果は小さ

くなってお り,以 前なら経済的インセンティ

ブがあった投資が今ではインセンティブが無

く,投 資が実行されない という事態が 多く発

生 している。

このような状況が続 くとすると,省 エネル

・ギーが進展 しないばか りか寿命がきた既設の

省エネ設備の更新が行われないことにより,

省エネが逆 もどりす るこ とに もな りかね な

い。ついには将来のエネルギー需給ひっ迫の

時期 を早めることにもなろう。

このような事態を打開する方法は,一 つ し

かない。省エネ投資当た りの経済効果を高め

4



う

)

ることである。このためには政策的誘導措置

を構ずることも重要であるが,最 も基本的な

方法は技術開発によ り省エネルギー効果の大

きい技術を実用化,普 及させ ることである。

省エネルギー技術開発を進めるため,国 と

して も種々の施策 を構 じている。かか る施策

の中で特に重要なものに通商産業省 ・工業技

術院が推進 している 「省エネルギー技術研究

開発」(通称ムー ンライ ト計画)が ある。省エ

ネルギー技術を開発してい く主役が民間産業

界であるこ とは言 うまで もないが,研 究開発

に多額の資金や長期間を要する,大 きな リス

クが伴 う等の理由で民間企業では行い得 ない

大規模な技術開発の実施など国の責任で推進

すべ きもの も少な くない。このため,省 エネ

ルギー技術開発 を総合的かつ効率的に推進す

る 「ムー ンライ ト計画」を通商産業省が昭和

53年 に発足させて以来本年で9年 目になり,

既にかな りの成果 をあげている。

ムーンライ ト計画では現在次の6本 柱の技

術開発 を推進 している。

① 大型省エネルギー技術研究開発

② 先導的基盤的省エネルギー技術研究

③ 民間の行 う省エネルギー技術開発に

対する助成

④ 省エネルギー技術の確立調査

⑤ 標準化による省エネルギーの推進

⑥ 省エネルギー技術に関する国際研究協力

これらの概要 を表2に 示す。

3.ム ー ンライ ト計画の概要

1)大 型省エネルギー技術研究開発

これはムー ンライ ト計画の中心 を成す もの

で予算面で も計画全体の9割 以上 を占めてい

る。これまでに廃熱利用技術 システム,電 磁

流体(MHD)発 電の2プ ロジェク トを終了

し,現在次の5プ ロジェクトを推進 している。

① 高効率ガスタービン

② 燃料電池発電技術

③ 汎用スター リングエンジン

④ 新型電池電力貯蔵 システム

⑤ スーパー ヒー トポンプ ・エネルギ』一集積

ンヌ、アム

これらは,国 家的プロジェクトとして国立

試験研究所,産 業界,大 学など産官学の各分

野の英知を結集 して,世 界的にも未踏の技術

領域に挑戦 しているものである。

(1)高 効率ガスター ビン

高効率ガスタービンは,大 型火力発電設備

として研究開発中の もので,従 来の汽力発電

設備に比較 して同量の燃料か ら格段に多量の

電力を得ることが可能であり,発 電用燃料の

節減に大 きく寄与す る。

従来の火力発電設備のほ とんどを占めてい

るのは汽力発電設備であ り,ボ イラー,蒸 気

タービン,発 電機等から構成 されている。最

新の大型設備で も熱効率は高々40%程 度(H

HV)に しかならない。(LNG汽 力発電設備

の最高値は東京電力袖ヶ浦火力2～4機 各百

万kWの39.5%)

汽力発電設備は,蒸 気の温度が高ければ高

いほど熱効率 も高 くなるという熱力学の基本

理論に沿 って高温化の歴史を歩んできたが,

高温になるほど使用材料の強度が弱まること

から限界があり,熱 効率 を現状の40%以 上に

上げることは非常に困難である。この汽力発

電の限界を打ち破 るために考えられたのが,

ガスター ビンと蒸気ター ビンを組合せた複合

発電システムである。
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表2昭 和61年 度ムー ンライ ト計画関連予算概要表

事 項 60年 度 予 算額 61年 度 予算案

大 型 省 エ ネ ル ギ ー 技 術

10,464

[,,1劉

11,815

[11,割

高 効 率 ガ ス タ ー ビ ン

1,207

[1,品 引

1,880

[L、 劉

新 型 電 池 電 力 貯 蔵 シ ス テ ム

2,201

[,,副

3,170

[1463,024]

燃 料 電 池 発 電 技 術
4,776

[、,姻

3,190

[、,lll]

況 用 ス タ ー リ ン グ エ ン ジ ン

1,673

[1941,479]
2,231

[、,lll]

スー パ ー ヒ ー トポ ンプ ・エ ネ ル ギー

集 積 シス テム

607

脇]
1,345

[1,醤 制

先 導 的 基 盤 的 省 エ ネ ル ギ ー 技 術 227 195

国 際 研 究 協 力 事 業 20 25

省 エ ネ ル ギ ー 技 術 の 確 立 調 査
1.総 合的効果把握手法確立調査

2.超 電導発電関連機器等フィージビリティ調査

69

[、1]

88

[、1〕

民 間 の 省 エ ネ ル ギ ー 技 術 開 発 の 助 成 140 68

省 エ ネ ル ギ ー 標 準 化 32 23

そ の 他

139

[137(1211]
57

〔54(401]

小 計
11,091

B:潤

12,271

[1}:lll]

民 生 用 機 器 の 開 発 助 成

55

[51]
55

[.1]

合 計
11,146

[1:劃

12,326

[11:lll]
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(単位:百 万円)

61年 度 事 業 計 画 案 の 概 要

パイロットプラントについて組立,試 運転及び実証運転等を行うとともに,プ ロ トタイププラン トの高温高圧部

の詳細設計及び要素機器の研究開発等を行う。

10襯級新型電池の設計 ・製作と第2次 中間評価試験を行うとともに,1000熈 級 システム試験研究等を実施する。

リン酸型燃料電池について,高 温高圧型及び低温低圧型の各1000kW級 プラントの運転研究を行うとともに,オ ン

サイ ト型の要素研究を行う。また,溶 融炭酸塩型燃料電池等について開発を行う。

エンジンの要素技術についての実用化試作研究を行 うとともに,各 種実用型エンジンの試作運転研究を行う。ま

た利用システムの試作運転研究及び燃料多様化の研究を行う。

超高性能圧縮式ヒー トポンプを構成する圧縮器,熱 交換器等の研究,作 動媒体の研究及びケミカル蓄熱技術のう

ち反応系のサイクル試験,最 適装置形式の研究を行 うとともに,ト ータルシステムの研究等を実施する。

カリウムタービン技術,MHD石 炭燃焼等の継続9テ ーマに加え,61年 度は新たに再熱サイクルによる高効率動

力変換技術の研究開発に着手する。

IEA改 良 型 ヒー トポ ンプ実 施 協 定AnnexIV(ヒ ー トポ ン プセ ン ター),IX(産 業用 高 温 ヒー トポ ンプ)及 び新

Annexに 参 加 す る。 ま た 日仏等 二 国 間 の協 力 を推進 す る。

省エネルギー技術開発課題の発掘,研 究開発の最適化手法の確立のための調査及び超電導発電関連機器 ・材料技

術のFSを 継続するとともに,61年 度は新たに次世代高効率発電システムの石炭ガス利用についてFSを 行う。

民間企業が行う省エネルギー技術の研究開発に対する助成を行う。

建材,民 生用機器の省エネルギー標準化調査研究を実施する。

研究開発に必要な事務経費等。()は 試験研究所の施設費 〔機技研におけるスターリングエンジン実験棟の建

設,60年 度より開始)

新 たに民生用機器(寒 冷地用ヒー トポンフエアコンディショナー)の 開発を行う。(石 油代替エネルギー関係技

術実用化開発費補助金制度)

〔 〕上 段 一般 会 計,下 段 特 別 会 計,区 別 の な いの は一 般 会 計 の み。
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ガスタービンは,圧 縮機,燃 焼器,タ ー ビ

ン等から構成 される。圧縮機で空気を圧縮 し

燃焼器に導 き,こ れに燃料 を混ぜて燃焼させ

高温高圧の燃焼ガスを発生させ,そ の膨張の

エネルギーでタ～ビン翼 を駆動する。この駆

動力の一部は圧縮機の動力として使われるが,

残 りは発電機 を駆動 し電力を発生 させ る。 コ

ンパ ク トな割に大出力が得られる利点がある

が,熱 効率が30%程 度と低いため,発 電用 とし

ては従来,電 力需要の ピーク時用や,非 常時

用として しか用いられていなかった ものであ

る。このガスタービンの排気ガスの高温(数

百℃)を 利用 して蒸気を発生させ,こ れ を蒸

気 タービンに導きここからも電力を得ること

により総合熱効率を高める言わゆる複合発電

システムは,欧 米諸国において昭和40年 代半

ばに出現 した。我が国においても工業技術院

がその有望性に着目し昭和53年 度からムー ン

ライ ト計画の一環 として研究開発に着手 し

た。超高温耐熱材料及び高温部材の冷却技術,

再熱サイクルの採用,中 間冷却器の設置など

の高度な新技術を駆使し,タ ー ビン入ロガス

温度1400℃,圧 縮空気の圧力55気 圧 という世

界的に も未踏の技術領域に挑戦す ることによ

り,総 合熱効率 を最大55%(LHV)(通 常用

いられている尺度のHHVで は約50%)以 上

にまで高め ることが可能 と判断 しこれを開発

目標値 とした。なお従来の産業用ガスタービ

ンでは,せ いぜい1200℃,15気 圧程度である。

本プロジェク トは昭和53年 度から62年度 ま

での10年 計画で進めている。現在,総 合熱効

率50%(LHV),出 力10万kW,タ ービン入ロ

ガス温度1300℃ のパ イロッ トプラン トの試運

転 を東京電力袖ヶ浦火力発電所構内において

実施中である。既に,総 合熱効率50.2%(世

界最高),出 力6.6万kWに まで到達 している。

また,総 合熱効率55%の プ ロ トタイププラン

トの開発を目指 し,耐 熱合金,耐 熱セラミッ

クス等の材料開発,燃 焼器,タ ービン翼等の

要素技術の開発を行 っている。昭和62年 度に

高温高速 タービン試験装置(HTDU)に よ

り1400℃ の条件下における運転試験 を行 う予

定である。

(2)新 型電池電力貯蔵システム

「新型電池」 とは,現 在充放電可能 な電池

の主流 となっている鉛蓄電池(鉛 ・硫酸系)

とは異った新 しい反応系による進んだ蓄電池

の総称である。ムーンライトプロジェク トで

は,こ の新型電池を用い夜間のオフピー ク時

の余剰電力を充電 し,昼 間のピー ク時に放出

する,い わゆる負荷平準化機能を持つ電力貯

蔵システムを開発中である。一言で言うと揚

水式水力発電所の機能を有するもので,設 置

場所 としては都市部 の変電所等が考 えられ

る。電力系統の交流を直交変換機で直流に変

換 して電池に貯蔵 し,出 力時は直流 を交流に

変換す るが,こ の変換効率 も含めて70%の 効

率(出 力/入 力)と することを目標 としてい

る。

本プロジェクトは,昭 和55年 度から65年度

までの11年 計画で進めている。ナ トリウム・硫

黄型,亜 鉛 ・塩素型,亜 鉛 ・臭素型及びレ ド

ックス ・フロー型の4方 式の新型電池の要素

研究から始まり,1kW級 電池の試作 ・試験昭

和58年 度の第1次 中間評価 を経て,現 在は10

kW級電池の試作 を行っている。今年度は第2

次中間評価を行い1千kW級 パイロットプラン

トによる実証試験 に進む計画である。 なお,

電力系統に連係 した場合の制御方式等を研究

するため,改 良型鉛蓄電池を用いた1千kW級
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システム試験施設を現在建設中で今年度半ば

に運転を開始する予定である。

(3)燃 料電池発電技術

燃料電池は,電 気化学的反応で電気を発生

させるという点では我々の身近にある電池 と

同 じであるが,電 池が内部の化学物質が反応

し尽 くす と電気が出なくなるのに対 し,燃 料

電池は反応する化学物質が外部か ら供給され

るため,い つまでも連統的に電気を発生させ

ることができるところが異なる。燃料電池で

反応す る化学物質は,水 素ガス又は一酸化炭

素ガスであ り,こ れらは天然ガス等を改質器

で改質することにより得 られる。これらと空

気中の酸素の電気化学的な反応により電気が

発生す るわけで,ち ょうど水の電気分解によ

り水素 と酸素が発生する反応の逆になってい

る。燃料電池においては,燃 料の持つ化学エ

ネルギーが直接電気エネルギーに変換され,

ガスタービン発電や汽力発電のような 「熱エ

ネルギー→機械的エネルギー(タ ービンの回

転エネルギー)」とい う原理的に効率の悪いエ

ネルギー変換が無いため,発 電効率が40～60

%と 高い。また出力を絞 った運転(部 分負荷

運転)を 行って も発電効率が余 り低下せず更

に排気ガスの熱エネルギーまでも有効に利用

すれば総合効率は80%程 度にまで高まるとい

う利点がある。環境保全の面でも,公 害物質

の排出が極めて少なく,ター ビン,発電機のよ

うな回転機械がないため振動,騒 音 もわずか

である。燃料電池にはこのように多くの利点

があるため,都 市内に分散配置して地域の電

力需要 を賄なった り,都 市近郊の港湾サイ ト

にある火力発電所に代替 させたり,離 島用発

電設備 としてディーゼル発電設備 に代替 させ

た り,産 業用の自家発電設備 とした り,ホ テ

ル,レ ス トラン,病 院等の業務用発電 とした

り,地域全体の冷暖房,給 湯,電 力の供給源 と

した りと様々の用途の実用化が期待できる。

ムーンライ ト計画では昭和56年 度から,リ

ン酸型,溶 融炭酸塩型,固 体電解質型,ア ル

カ リ型の4タ イプの研究開発 を進めている。

最 も実用化に近いのは リン酸型である。現在

火力発電所代替用 として低温低圧型,高 温高

圧型の2方 式について1千kWプ ラン トを建設

中であり,今 年秋に運転研究を開始する予定

である。 また,業 務用電源及び離島用電源 と

して用いられるいわゆるオン ・サイ ト型燃料

電池の開発を目指 し,特 有の技術開発課題 を

解決すべ く,昭 和61年 度から65年 度まで総合

的技術開発を実施することとしている。第2

世代の燃料電池として期待 されている溶融炭

酸塩型については61年 度に10kW級 の試作運転

研究を実施する予定である。第3世 代の固体

電解質型については基礎研究を行 っている。

溶融炭酸塩型及び固体電解質型については,

現在62年 度以降の開発方針について検討中で

ある。アルカ リ型については59年 度に1kW電

池を製作,2千 時間以上の連続運転を行い研

究を終了した。

(4)汎 用スター リングエ ンジン

スター リングエンジンは,小 型動力源 とし

て高効率,低 公害,燃 料 多様性 とい う利点が

あり,民 生用及び産業用にその実用化が期待

されているものである。

シ リンダの外に置かれた燃焼器で燃料 を燃

焼させ,こ の熱で熱交換器を介 してシ リンダ

とピス トンにはさまれた空間内に密封 された

ヘ リウム等のガスを熱 してこれを膨張 させ ,

次には冷却水でガスを冷却して収縮させ,と

いうようにガスの加熱 冷却 をくり返 し行 う
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こ とにより膨張,収 縮を連続的に行わせ,こ

れをピス トンの往復運動にする。燃焼がシ リ

ンダの外部で行われるので 「外燃機関」 と呼

ばれる。(蒸気機関も外燃機関の一つ)シ リン

ダごとガスを加熱,冷 却するのではロスが大

きく実用にならないので,加 熱用 シリンダと

冷却用 シリンダを別に設け,ガ スが両シリン

ダの間を行 った り来たりするような構造 とな

っている。この仕組みによってガスだけを加

熱,冷 却で き,ロ スが少 なくなっている。

両シリンダでのガスの膨張,収 縮 を一つの回

転力として取 り出す仕組みとなっている。 ロ

スを少なくする もう一つの要素は蓄熱器(「再

生器」と呼ばれる。)で ある。これは,ガ スが

両 シリンダを往復する途中に置かれている。

高温 シリンダ内で膨張 した後,ガ スはこの蓄

熱器 を通る問に熱を蓄熱器に与え低温 シリン

ダ内の温度 と同 じ温度 まで下がってか ら低温

シ リンダに導かれる。蓄熱器がなければ外気

に捨てるしかない熱が蓄熱器に保存されるの

である。低温シリンダに入ったガスは,冷 却

されなが ら収縮する。(等温収縮)収 縮後のガ

スは再 び高温シリンダへ向 うが,途 中通 る蓄

熱器から先程預けた熱を返 してもらい高温シ

リンダ内と同 じ温度に上昇 した後高温 シリン

ダへ入 り,こ こで加熱されなが ら膨張する。

(等温膨張)以 上が1サ イクルである。

スター リングエ ンジンは,高温(ガ ス温度)

と低温(冷 却水温度)が 決 まっている場合こ

の両温度間で作動する熱機関としてはその理

論熱効率が最 も高い(こ れを超える理論熱効

率 を有する熱機関は理論的にあ り得ない。)た

め燃料が少なくてすみ,省 エネルギーに大 き

く資す る。また,燃 焼が シリンダ外部で連続

的に行われること(爆 発行程が無い),燃 焼

温度が低いこと(低 くて も高い熱効率 を達成

で きる。)等 か ら燃焼管理 が容易で排気が清

浄,騒 音,振 動が小 さい等環境保全上の問題

が少ない。燃料 としては基本的には熱が出る

ものであれば何でも良 く,石 油,天 然ガス,

石炭,木 質系燃料等広範な燃料が使用で きる。

ムーンライ ト計画では,民 生用 ヒー トポンプ

(エアコン等)の 動力源及び産業用小型動力

源 としての実用化 を目指 し,3kW級 及び30kW

級のエ ンジン各2タ イプ計4タ イプにつ い

て,昭 和57年 度から62年度 までの6年 計画で

研究開発を進めている。32～37%の 熱効率を

目標 としているが,59年 度末にはこの目標の

8割 方 を達成 してお り,現 在は熱効率の一層

の向上 と小型軽量化,経 済1生,耐 久性の向上

等実用化のための研究開発を推進 している。

㈲ スーパー ヒー トポンプ ・エネルギー集積

ンスアム

夜間の低 コス トの電力を動力源 とし,高 性

能の圧縮式 ヒー トポンプ を用いて高効率で熱

(温熱又は冷熱)を 作 り,こ れを蓄熱槽に高

密度に貯蔵 しておき昼間に利用す るシステム

である。昭和59年 度か ら66年度までの8年 計

画で開発 している。省エネルギー及び電力需

要の昼夜間格差の平準化に大 きく資するもの

である。本 システムの特徴は次のとお りであ

る。

① 現在の圧縮式 ヒー トポンプでは低温環

境側か ら高温環境側へ汲み上げられる熱

エネルギー量は,所 要動力のエネルギー

量の3～4倍 程度であるが,こ れを6～

8倍 に高効率化する。これにより経済性

が飛躍的に向上する。

② 現状技術では,圧 縮式 ヒー トポンプの

出力温度は110℃ 程度が上限 となってい
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る。 これは高温側 と低温側の温度差が大

きくなる程熱の汲み上げが困難になるこ

と,高 温では作動流体が分解す ること等

による。本プロジェクトではこの出力温

度 を150℃ ～300℃ と'することを目指 して

いる。実現すれば産業用の需要分野を飛

躍的に拡大できる。

③ 熱貯蔵(温 熱及び冷熱の貯蔵)を 化学

反応を利用して効率的に行 うため,蓄 熱

槽は従来の水蓄熱式に比べて約10分 の1

程度 と極めてコンパク トにな り,ビ ル等

への適用性が飛躍的に高 まる。

技術開発課題 としては,圧 縮機,凝 縮器,

膨張弁,気 化器,熱 交換器などの各構成機器

の高性能化,適 切な新作動流体の開発,化 学

蓄熱技術の開発,ト ータルシステムの最適化

等がある。本プロジェクトは動 き出 したばか

りであり,今 後の成果が期待 されている。

(参考)圧 縮式 ヒー トポンプの原理

一般に,ヒ ー トポンプ とは温度の低い所から

熱を奪い温度の高い所にその熱を与えるため

に使われる機械である。熱は温度の高い所か

ら低い方へ流れるものであるが,こ れを逆向

きに高い方へ流す役割を果たすことから,水

を高い所へ汲上げるポンプになぞらえてヒー

ト(熱)ポ ンプ と呼んでいる。我々の回 りの

エア コンも冷蔵庫もヒー トポンプの一種であ

る。

圧縮式ヒー トポンプは,フ ロン等の作動流

体が密閉された管路の中を循環 している。作

動流体が周辺温度の低い側 に来た時には作動

流体はそれよ りはるかに低 い温度 になってい

るため熱が外か ら作動流体 に流れ込む。この

時作動流体は液体か ら気体 になる。(低温にお

いても蒸発するよう十分低圧にしてお く。)

次にこの気体 を圧縮機で圧縮 し高温高圧 にす

る。作動流体が周辺温度の高い側に来た時に

は作動流体はそれよりはるかに高い温度 とな

っているため熱が作動流体から外へ流れるこ

の時作動流体は凝縮 して液体に もどる。(高圧

であるのでこの高温においても液化する)こ

の液体は膨張弁を経て低圧になり一部気化 し

て低温 となる。以上で1サ イクルを形成する。

これらの結果,作 動流体を介して熱が温度の

低い側から高い側へ汲み上げられたことにな

る。作動流体をこのように変化させつつ管路

の中を循環 させるためには,作 動流体が気化

する気化器,圧 縮する圧縮機,液 化する凝縮

器圧力を下げる膨張弁,作 動流体 と周辺環境

との熱伝導を受けもつ熱交換器などの要素機

器が必要である。

以上の5プ ロジェクトの開発 スケジュール

を表3に 示す。

2)そ の他のプロジェク トの概要

その他のプロジェクトの概要については表

2及 び表4を ごらん願いたい。

4.お わ り に

戦後,主 として欧米先進技術の導入により,

多くの分野において著 しい技術進歩が起こり,

これが経済社会のスムーズな発展に大 きく寄

与したことはよく指摘 されるところであるが,

エネルギーの分野ではこの傾向が特に顕著で

あったと思 う。 しかし,こ の ような方法は従

来は正 しい ものであったにせ よ,今 後は必ず

しも許 されるものではないであろう。何 とな

れば,従 来型のエネルギー技術が成熟段階に

達 し,最 早単純な技術改良によっては大きな

成果を期待することがで きな くなった今 日に
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表3大 型省エ ネル ギー技術研 究開発の長期開発計 画

年 度
研 究 項 目

53 54 55 56 57

高

効

率
ガ

ス

タ

ー
ビ

ン

超 高 温耐 熱材 料,ガ ス ター ビ ン要1
. 素 技 術 等

●■●,・ ●・・幽
, 、

●・

灘iii

髄

遜 お芯

バイ ロッ トタイププラン ト瓢i黙

(総 合 熱効 率 約50%:LHV)

耐 熱 材料,要 素 技術 等 の研 究開 発 灘

ii蔓ii灘藤i葦i職羅 鞭嚢難鰹 繊灘羅璽籔襲

プ ロ トタイ ププ ラ ン ト

(総 合 熱効 率 約55%:LHV)

ガ ス ター ビン プ ラ ン ト(ガ ス ター

2.ビ ンー単体 出 力10万kW級)の 試試 作

運 転

‡
トー タル シ ス テム の 研 究3.(環 境 保 全 含) 辮i璽 擁 憲㌧・■.層o曹....■■9・.曹 閥膠. 点 、 く ㍑ 鎚
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㈱燃灘!齪 級開発難

シ ス テム 技 術 の研 究 開 発(サ ンプ2
. ル鉛 蓄 電 池 インバ ー タ等)

新 型 電 池 電 力貯 蔵 シ ステ ム実 証 試3. 験(1
,000田 級)

4.ト ー タル シス テ ムの 研 究 鵜 縁…' 駕' 臣 盛鶴 節 ひ 護'

燃
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1.リ ン酸 型 燃 料 電 池
建轍…要素研究辮毎鱗磯

要素研究鱗…_

、 毒

職韓璽

2.溶 融炭酸塩型燃料電池 囎 照 醇 嚢

3.固 体電解質型燃料電池 i撃 概 藷 、

要素研究(4.ア ル カ リ型 燃 料電 池 9 1露 級)1

}
システムの最 適 化 ……15.ト ー タル シ ステ ム の研 究 ㍗'・ 博

.唱、

汎
用
ス
タ
ー
リ
ン
グ
エ
ン

ジ
ン

ス ター リン グエ ンジ ンの 試 験評 価1
. に 関 す る研 究 灘

概念設計 燃.
2.エ ン ジン の研 究 開 発

鍵iiii琴ii

鎌霞騒

3.利 用 シス テ ムの研 究 開発

4.燃 料 多様化の研究

ス エ

1ネ
ノぐル

1・ギ

ヒl

i集

ト積

ポ シ

ン ス

プ テ
・ム

1.媒 体,材 料 等 の 研 究 ・評 価

2.シ ステ ム 試作 運 転 研 究

(1)シ ス テ ム化 研 究

(2)要 素 技術 の研 究

(3)ベ ンチ プ ラ ン トの 試作 運 転 研 究

(・)謙轟 晶 ステムの

3.ト ー タル シス テ ムの 研 究
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表4

(1)個 別 研 究

先導的基盤的省エネルギー技術研究開発の概要

研 究 項 目 昭和61年度予算要求額 昭和60年度予算額

電気エネルギー変換輸送技術に関する研究

千円

14,612

千 円

22,535

カリウムター ビン技術の研究 10,002 10,805

潜熱蓄熱技術の研究 8,340 8,365

溶鉱炉法によるアル ミニウム新製錬技術の

開発

7,345 16,975

黒鉛化における省エネルギー技術に関する

研究(超 高温熱回収技術)
7,520 5,406

高融点無機化合物の省エネルギー的製造法

に関する研究
7,797 4,919

熱流の計測技術に関する研究(高 温材料の

熱物性計測技術)
6,680 5,880

再熱サイクルによる高効率動力変換技術に

関する研究
4,796 0

省エネルギー磁性材料に関する研究 0 6,415

セラ ミック材質の赤外線輻射に関する省エ

ネルギー技術の研究
0 6,105

小 計 67,092 87,405

(2)院 内共同研究

研 究 項 目 昭和61年度予算要求額 昭和60年 度予算額

石炭燃焼MHD発 電の研究 91,659 95,233

燃焼技術の高度化に関する研究 36,516 44,116

小 計 128,175 139,349

合 ナ
一三
口

195267 226,754

14一
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研 究 内 容

電力需要の増大に伴 う送電線網の長距離化,広 域化に対処 し,電 力輸送の省エネルギー化

を図るため超電導送電ケーブルシステム,導 体用超電導材料等の基礎的研究を行 い,送 電ロ

スのほ とん どない超電導送電技術の基礎 を確立するため技術開発 を行 う。

複合発電による発電効率の向上を図るため,1,000℃ 程度の熱源を利用できるカ リウムラ

ンキンサ イクルの基礎研究 を行 う。

400℃ 前 後の中温温度域の熱 を材料の融解熱等 を利用 し貯蔵 し,ほ ぼ一定温度の熱エネル

ギーを供給する潜熱蓄熱技術の研究開発を行 う。

鉄鋼に次いで重要 な基礎資材であるアル ミニウムは,製 錬において膨大な電力を消費 して

いるか,こ の製錬 を省エネルギー化するため,溶 鉱炉法による新製錬技術の開発を行う。

幅広 い需要のある黒鉛は,そ の製造工程中に約3,000℃ の熱処理 を必要 とす るが,こ の

3,000℃ の熱の有効利用を図るため超高温用伝熱管及び熱交換器を開発する。

高融点無機化合物の製造,成 形過程における省エ ネルギー化を図るために 自己発熱反応を

利用した同時合成成形技術の研究開発 を行 う。

高温材料の開発 ・利用 を促進 し,熱 関連装置の省エネルギー技術基盤を強化するために熱

物性計測技術に関す る研究を行 う。

高効率熱機関 を開発す るためデ ィーゼル機関 を断熱化する技術及びその排ガスを再熱器で

加熱しター ビンを通 して動 力回収する技術 を研究す る。

昭和60年度で研究開発終了

昭和60年度で研究開発終了

MHD小 型 燃焼実験方式による石炭燃焼模擬実験 を行 う。またセ ミホット発電チャンネル

用電極及び石炭燃焼器等の要素技術の研究 を行 う。

工業用炉の燃焼現象を正確に把握す るために必要 な非接触法による各種の計測法を確立し,

工 業用炉の省エ ネルギー化を図るものとす る。一
15一



おいて,し か も海外諸国 も同様の状況下にあ

って我が国に導入で きる優れた技術が少な く

なっている今 日において,こ のような姿勢 を

とり続 けることは技術進歩をむ ざむざ停滞 さ

せてお くことになりかねないか らである。そ

うさせ ないためには,新 しい概念による革新

的な新技術の開発に果敢に挑んでい くことが

重要である。これは山積するエネルギー問題

を解決してい く上で不可欠のことである。

私 どもは,大 型省エネルギー技術開発 を中

心 として高度な開発課題に挑戦 している。産

官学の英知 を結集 し,こ れを有機的に組織 し

て効率的な研究開発体制を構築 し,厳 しい財

政下ではあるが許 される限 り必要な資金を投

入し,明 確 な開発 目標 を掲げて効率的に研究

開発を推進 している。そして最大限の開発成

果 をで きるだけ早期に得て,エ ネルギー問題

の解決に貢献で きるよう努力している。私ど

もは,最 善の方途 をとるべ く日々反省を重ね

ているところであ り,読 者の御助言,御 支援

を賜 ることがで きれば幸いである。(よ ねだ

ふみ しげ 通産省工業技術院ムーンライト計

画推進室)

}

)
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1.は じ め に

変動の激しい太陽エネルギー等の 自然エネ

ルギーや廃熱の有効利用,あ るいは変動する

電力需要 を平滑化するための技術の一つに蓄

熱がある。

安価な深夜電力により暖めた温水を蓄える

温水タンクは,古 くか ら給湯用に使用されて

いる代表的な蓄熱装置である。産業用 として

は蒸気アキュムレー タがよく知 られている。

蒸気の需要が変動する場合,蒸 気アキュムレ

ー タを用いればボイラ蒸気量を一定にするこ

とができ,蒸 発量の変動によるボイラ効率の

低下を防 ぐことができる。
り

表1に 示 したの は,工 技院 のサ ンシャ イン

表1

計画を中心 として作られ,運 転された,太 陽

熱利用実験システムの例である。 これ らのシ

ステムは,全 て,太 陽エネルギーの変動 を吸

収するために蓄熱装置 を有 している。表に見

られるように,ほ とんどの蓄熱装置が水の温

度上昇を利用した顕熱蓄熱である。一方,物

質の相変化に伴 う潜熱を利用する潜熱蓄熱 も

2例 見られる。

潜熱蓄熱は,蓄 熱密度が高 く,一 定温度で

熱の出し入れができるという利点 を有 してい

る。かなり実用化されている顕熱蓄熱に対 し,

いまだに研究開発段階であるが,最 近,よ う

や く一部実用化の兆を見せている。

本稿では,筆 者らの研究開発を中心に,省

エ ネルギーのための潜熱蓄熱技術について述

べる。

太陽熱利用システムに用いられた蓄熱装置(サ ンシャイン計画)

シ ス テ ム 名 蓄熱方式 蓄 熱 材 料

ソ ー ラ ー ハ ウ ス 既存個人住宅向け

新築個人住宅向け
集合住宅向け
大型建物向け

顕 熱
(潜熱)

顕 獄
顕 熱
顕 熱

水

(ア ン モニ ウム ミョウ バ ン)

水

水

水

産 業 用 ソー ラー シ ス テム
カ ス ケ ー デ ィ ン グ ・ ヒー トプ ロ セ ス

フ ィ ッ ク ス ト ・ ヒ ー トプ ロ セ ス 黙 水

水

熱発電システム タワー集光方式

曲面集光方式 ∫器 鍛
い替 熱

水

{沓Cl.KCl

熱 ・電 気 複 合 ソー ラー シ ステ ム 顕 熱 水

一17一



2.中 高温用潜熱蓄熱の概要 と装置の開

発例

2.1潜 熱蓄熱材料と熱交換法
　ラ

小沢 らは100℃ ～500℃ の 温度範 囲で系統 的

なス ク リー ニ ングを行 い,図1に 示す よ うな
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図1100～500℃ における潜熱蓄熱材料の候補物質

安価で潜熱の大 きい候補材料 を選定 した。高

密度ポリエチレンとペンタエ リトリトールを

除 く全 ての材料 は溶融塩 で あ る。200℃ ～

300℃ 付近では水酸化物 を主成分 とする共融

塩,そ れ以上では塩化物の共融塩が有望であ

る。500℃以上では炭酸塩やフッ化物が有望 と

考 えられ る。

もっとも一般的な潜熱蓄熱装置は,図2に

伝熱娯体入ロ

鍵難
(a)カ プセル型(b)シ ェルアンドチューブ型

図2潜 熱蓄熱装置の代表的な構造

示す よ うにシェル ・チューブ型 か カプ セル型

で ある。 このよ うないわゆ るパ ッシブ な熱 交

換法 にお いては,放 熱 時 に伝熱面 に付着 す る

固相の熱低抗により熱交換性能が著 しく低下

するという問題がある。性能 と経済性の両方

を満足 させ るために,カ プセル径等の決定に

は十分な検討が必要である。積極的に伝熱促

進を図 る,いわゆるアクティブな熱交換法(例
り

えば熱媒体 との直接接融熱交換法)も い くつ

か提案 されている。

蓄熱装置の開発に当たっては,そ れぞれの

材料にもっとも適 していると思われる熱交換

法が選ばれる。表2に 代表的な例を示す。

表2高 温用潜熱蓄熱装置の開発例

潜熱蓄熱材料(相変化温度)

形 状安 定 化 高密 度 ポ リエ

チ レ ン(127℃)

ペ ン タエ リ ト リ トー ル

(188℃)

NaOH-NaNO3

(259℃)

Thermkeep

(NaOH系 非 共 融 混合

物,299℃)

LiCl-KCI

(352℃)

NaCl-KC1-MgCl2

(385℃)

熱 交 換 法

エ チ レ ング リコー ル との

直 接 接 触

ス ラ リー の撹 拝

カプ セ ル 型(ス ラ リー)

シ ェル ・チ ュー ブ 型

シ ェル ・コイ ル型

カプセル型

カプセル型

2.2潜 熱蓄熱装置の例
ヨ　

筆者 らは,高 密度ポ リエチレンを融けても

流動 したり,互 いに くっついたりしないよう

形状安定化 し,熱 媒体のエチ レングリコール

と直接接融させ る蓄熱装置を開発 した。すで

に,30kWh級 の装置(図3)に より,潜 熱蓄…

熱特有の優れた蓄放熱特性(図4)を 実証 し

た。図に見 られるように,こ の装置では,140℃

程度の熱を蓄え,利 用するときは結晶化温度

(127℃)以 上で取 り出すことができるため,

顕熱蓄熱に比べてエクセルギー的に有利とな

る。水 と直接接融 させ ることも考えられる。

188℃ に転移点を持つペ ンタエ リトリトー

ルは,1kg当 り300kJ程 度の転移熱を持つ。固

相転移 とい う特徴 を生か し,有 機熱媒体 とス
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3.原 子炉の負荷追従運転と蓄熱

3.1原 子炉の負荷追従運転

現在,原 子力発電はべ一ス電源 として,電

力需要の変化に係わ りな く定格で運転 されて

お り,火 力発電に対する経済的優位 を保って

いる。 しか し,電 源構成に占める原子力発電

の割合の増加 と,電 力需要変動の激化を背景

に,今 後の原子力発電技術に とって,変 動す

る負荷に追従 した運転は不可欠になる。

100%

出

力

lOO%

ll

iI

Il

12 31613
函囑 ●』噸
ll
ll
1「

Il

0

0

4

2

9
＼
国
匡
⊃
↑
く
匡
国
∩
}～
」国
ト

lNLET(BOTTOM)lOO

O123

TIME/H

図4ポ リエチレン潜熱蓄熱器の放熱特性

ラ リー化 した もの を,撹 拝 した り,直 接循環

した り,あ るいは カプ セル化 す る方 法 につ い
の らラ

て検討 を進めている。ペ ンタエ リトリトール

の高温相は柔粘性結晶で,管 壁等に付着 し易

い。カプセル化以外の方法では問題 となるた

め,付 着に対す る対策 も検討 中である。

出

力

時 間

(a)12-3-6-3方 式

・∴ ユLLI乙 .

時 間

(b)14-1-8-1方 式

図5負 荷追従運転モー ド

運 転 モー ドとしては,図5に 示す よ うな(a)

12-3-6-3方 式(12時 間 定格 出力運転,3時 間

出力変動,6時 間低 出力運転)か ら開始 し,

経 験 を積 み更 に(b)14-1-8-1方 式 とす る計画 と

な ってい るが,出 力変化 は,炉 内の反応 を直

接 変化 させ,発 生蒸気量 を変 え るもの であ る。
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現在,出 力の急激な変化に対 して十分 な健全

性を有する高性能燃料棒の開発が,鋭 意進め

られている。おそらく,昭 和65年 前後より,

一部の原子力発電所で 日間負荷追従運転が開

始されるもの と思われる。

これに対 して,蓄 熱システムを併設すれば

炉の反応を一定にしておいて出力を変動させ

ることが可能である。図6は その一例である。

蒸気
発生器

発電機

復水器

邸 ピー ク

発電 機ピーク

ターヒン

ー 働 ピーク時

一一一オフヒーク時

図6蓄 熱 に よ る 負 荷 迫 従 運 転

この方法は,反 応度を調節する方法に比べ技

術的課題は多いが,安 全性,経 済性,変 動の

フレキシビリティーの点で優れている。

3.2蓄 熱 の概 要

(1)蓄 熱 方法

こ うした 目的 に蓄熱 を応用 しよ うとい う提

案は,10年 程前より米国を中心に国外で盛ん

に行 われてきた。方法として,岩 石 と油の顕

熱,ス チームアキュムレータ,潜 熱など多 く

の提案があるが,筆 者らは,原 子力発電所で

の負荷追従 を考える場合,潜 熱蓄熱技術が最

も適 していると判断 し,研 究開発 を進めでい

る。前掲の図6で は,夜 間には蒸気発生器 を

出た蒸気の一部を蓄熱器に抽気 し蓄熱させ,

昼間のピー ク時には,給 水量 を増や し,増 加

分 を蓄熱器内に導 き蒸気発生 させてピー クタ

ービンを回して発電量を増やす。

(2)蓄 熱材料

原子力発電 プラン トの ヒー トバランスよ

り,蓄 熱時には270～290℃ の蒸気,放 熱時に

は200～220℃ の熱水で蓄放熱 させ ることにな

る。この温度範囲で相変化す る材料の中で,

経済陛,蓄 熱密度の点で最 も有望 なものは,

水酸化ナ トリウム と硝酸ナ トリウムの二成分

系,も しくは,水 酸化ナ トリウム と亜硝酸ナ

トリウムの二成分系である。

表3に はこれら一連の溶融塩の融点,融 解

潜熱,過 冷却度の実測値が示 されているが,

物性面,及 び経済面でも最 も有望 な組成は,

水酸化ナ トリウムー硝酸ナ トリウム(81.5-

18.5モ ル%)と 水酸化ナ トリウムー亜硝酸ナ

表3各 種潜熱蓄熱材料の融点お よび潜熱

組 成 Tm(ref) Tm(obs) Tc(obs) Tm-Tc Hcal Hm(obs)

mol% ℃ ℃ ℃ ℃ J・9-1 J・9-1

NaNO3-NaOH

18.5-81.5 258 259 257 2 225～278 279

4ユ ー59 266 270 232 38 216～257 271

72-28 246 248 202 46 197～226 222

NaNO3・NaOH 271.5 271.5 230 41.5 214～251 251

NaNO3・2NaOH 272 271.5 211.5 60 222～267 284

NaNO2-NaOH

27-73 239 239 224 15 220～261 285

80-20 232 234.5 231.5 3 205～214 237

NaNO,・NaOH 266 266.5 222 44.5 226～251 294
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トリウム(73-27モ ル%)の 組 成 であ る。

3.3蓄 熱システムと課題

(1)蓄 熱 器

上記蓄熱材料 を用いて蓄熱システムを構成

す ると,仮 りに200MWe×6時 間のピー ク出

力分 を蓄えるためには,約6万t(約3万m・)

の溶融塩を用いることとなる。これだけ膨大

な量の溶融塩蓄熱器は,も ちろん複数の蓄熱

器で構成す ることになるが,70気 圧程度の高

圧蒸気 ・熱水との熱交換 という点から,基 本

的にはシェル ・チューブ型の蓄熱器が妥当と

言える。 もし,カ プセル型(図2参 照)を 想

定すると,内径10mの 蓄熱器では380mmも の肉

厚が必要 となる。

また,蓄 熱器の構造上の留意点 としては,

① 溶融,凝 固に伴 なう溶融塩の体積変化

の逃げ

② 保守の容易さ

③ 腐食によるダメージを極力小さくする

④ 安価な材料で,安 価な製作コス ト

等が挙げられるが,筆 者 らは,横 型U字 管式

蓄熱器が基本的には最 も好 ましい型式である

と考えている。

(2)シ ステムの経済性

電力系統への応用という点から,シ ステム

の経済性は,最 重要な評価観点と言ってもよ

い。経済性は,発 電出力,蓄 熱容量,蓄 熱材

料等によって異なるが,ポ イン トは,い かに

蓄熱器を安価 に製造するか とい う点である。

図6の ようなピー クタービンを併設す るシス

テムでは,コ ス トの60%近 くが,蓄 熱器周辺

に関するコス トである。図7は,蓄 熱器の型

式 と構造材料について,発 電原価,建 設単価

へのこれらの影響 を示 したものである。この

ミ80
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図7経 済 性 に 及ぼ す 蓄 熱器 構 造 材 料 の影 響

比較か らわかるように,潜 熱蓄熱による負荷

追従運転 を現実性のあるものにす るために

は,炭 素鋼の使用が必須条件 といえる。

(3>課 題

潜熱蓄熱自体が,ま だ世間に広 く認められ

た段階の技術ではな く,し か も安全性 につい

ては極めて厳 しい分 野への応用 とい う点か

ら,課 題は多い。

まず,最 も重要 な技術課題は,溶 融塩 と蓄

熱器材料 との共存性である。炭素鋼がそのま

まで使用可能なのか,ま たもし使用で きない

としたら,ど んな防食方法を検討すべ きか,

早急に明らかにすべ きであろう。著者 らは,

金属材料 と溶融塩の共存性試験 を進めている

が,幸 いなことに,各 種低合金鋼,高 合金鋼

等の中で,炭 素鋼が最 も良い共存性 を示すと

いう結果を得ている。 さらに,小 型模擬蓄熱

器 を製作 し,実 際に蓄熱器内で生 じる材料問

題の把握を行 っている。

蓄熱器に関する技術課題で重要 な,も う1

つの点は,蓄 放熱時の伝熱の問題である。伝

熱管の内部は,水 の蒸発あるいは凝縮 を伴な

う,高 い熱伝達率による伝熱であるのに対 し

て,伝 熱管の外側では蓄熱材料の熱伝導が主

体の伝熱であるため,蓄 放熱の際に十分な熱

の授受を可能にするためには,種 々の工夫が
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必要 となろう。各種の伝熱促進手法以外に も,

蓄熱器内の伝熱媒体の流し方によって も,熱

の取 り出 しを効率よく行 うことができると考

えられる。こうしたシステム設計をする上で,

実験結果 との対応の よいシミュレーション手

法が大いに役立つ。 さらに,蓄 熱器に関する

課題 として溶融塩一水反応,複 数基の蓄熱器

の最適なシステム化等が挙げられる。

発電系統に関する課題 も,プ ラン ト安全性,

最適システム構成等,ま だ多 く存在するのが

現状である。このように,検 討すべき課題は

多いが,電 力の安定かつ効率 よい供給を保障

する上で,実 用化が強 く期待 される技術であ

る。研究開発の流れとしては,基 礎研究を蓄

積 し,中 小規模の発電設備で十分 な経験 を積

んだ上で,慎 重に導入を具体化してい くこと

となろう。

↑
熱
量
(
電
力
量

)

(電力)

∫で
04812162024

(a)電 力 需 要 追 従 型

1発 電
余糊 ・∫・・ 不轟

豫 要

(熱)

熱 需 要

i・'"'余 剰分

不 足 分

追 焚

04812162024時 間

04812【62024

(b)熱 需 要 追 従 型

∫ぐ

4.コ ジ ェネ レーシ ョンシステム と蓄熱

4.1電 力需 要 と熱需要

燃料電 池 を始め とした,オ ンサ イ ト用発電

システムでは,発 電 と共 に廃 熱 を冷暖房 やプ

ロセス熱源 に用 い る,い わゆ るコジェネ レー

シ ョンの形態 を とることによ って,高 機能化,

経 済性 の向上 を図 る もの と考 えられる。

一 口に
,コ ジェネ レー シ ョンと言 って も,

電 気 と熱の供給 の条件 はシステム によ って大

き く異な る。典型 的 な例 として,図8に 示す
　ラ

ようなパターンが想定で きる。(a)は電力需要

に追従 し,余 剰,不 足の熱は蓄熱か追 い焚 き

によって調整す る。(b)の熱需要追従型では,

逆に余剰,不 足の電力については電力の売買

によって調整 を行う。稼動率の高さから言え

ば,(c)の べ一ス電力の供給が最 も経済性が高

04812162024時 間

熱 需 要

電力需要不足分買電

発電

不足分追焚

灘 ,

翻 川1川1川1川隠
→時間

(c)ペ ー ス電 力供給型

図8コ ジ ェネ レー シ ョ ンの パ ター ン

いものであるが,通 常は,(a)の タイプの運転

モー ドが最 も一般的である。

種々の分野での電力需要 と熱需要 とを比較

すると,熱 需要のピー クは電力需要 ピー クよ

りも3～4時 間程度早 く現われるパ ターンが

圧倒的に多い。 こうした負荷の時間的ずれを

調整する最 も有力な手段は蓄熱である。蓄熱

の期間としては,長 期は必要 ないことから,

温水,冷 水による顕熱蓄熱が適用 し易い身近

な技術と言える。しか し,今 後はより高品位

な熱源として,よ り温度 レベルの高い蓄熱技

術が重要になると考えられる。

4.2各 種 発電技術 と排熱利 用

具体 的 に,ど れ位 の温度 レベ ルでの熱が 発

電 システムか ら排出 され るの か,こ こで は リ

ン酸型燃料電 池,ガ スエ ンジン,ス ター リン

グエ ンジン を例 に とってみ る。

(1)リ ン 酸型燃料電 池
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図9ガ ス エ ン ジ ンに よ り冷 房 ・給 湯 シス テム

リン酸 型燃料電 池の排熱 温度は,シ ス テム

設計,燃 料 等 に よって 異な るが,天 然ガ スを

燃料 と した1万kW規 模 の もの で は,170～

180℃ の 蒸気,90℃ の高 温水,35℃ の低 温水 の

形 で排 熱 され る。 た だ し,高 温排熱 は電力 負

荷率 の変化 に よる影響 が大 きいため,高 温 で

の蓄 熱装 置の設 計 にあたって は,応 答 性の 高

いこ とが要求 され る。

(2)ガ スエ ンジン

ガスエ ンジ ンか らの熱利用 として は,排 ガ

ス及びエ ン ジン冷却 の熱 の利用 があ る。排 ガ

スは,他 の 燃焼排 ガスに比べSOx,カ ー ボ ン

が少な くク リー ンであ り,ま た温度 も約550℃

と,デ ィーゼ ル エ ン ジン よ り も100℃ 程 度 高

く,負 荷の変 動 によ る排気温度 の影響 も少 な

い為,利 用 し易 い熱 源で あ り,従 って利 用側

の シス テム設計 としては楽 にな る。 ガスエ ン

ジンによ るコジェネ レー シ ョンは,既 に 多 く

の実績が あ るが,常 時は,む しろ熱利 用が 中

心で あ り,電 力 は非 常用 とい うシステムが大

半 で ある。 エ ンジンの過熱防 止,排 気 ガス は

熱交換 させ て,100～200℃ 程 度 の熱源 として

用 い られ てい る。

また,エ ンジンの冷 却熱 は,80～90℃ の 温

水 と して利 用 され てい るの が通 例で あ る。図

9は ガ スエ ンジンに よる冷房,暖 房 モー ドの

　　

例 で ある。

(3)ス タ ー リングエ ンジン

ス ター リングエ ンジンは,振 動,騒 音が少

な く,小 出力(数kW～ 数10kW程 度)向 きで

あ るこ とか ら,中 小 型 コジェネ レー シ ョンシ

ステム に向 くと考 え られ る。

前述 した二例 と異 な り,エ ンジンの排熱利

用 とい うよ りは,む しろ既発 生の排熱 を用 い

て動 力化 す る利 用方法 が主体 で あ るが,図10

に示 す ようなス ター リングエ ンジ ンに よる ヒ

ー トポ ンプ システム もス ター リン グエ ンジ ン

　ラ

の応用 方法 として非常 に有望 で あろ う。

また,蓄 熱 の点か らみ る と,ス ター リン グ

エ ンジ ンの安定 熱源 として,フ ッ化 リチウム

(融点1,121K)を 用 いた潜 熱蓄熱 器 を設 け る

研究 も試み られた こ とがあ る。
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室
内

コ
イ

ル

)

フロア

図10ス ター リン グエ ン ジン に よる ヒー トポ ンプ シ ステム(冷 房 時 〉

コジェネレー ションでの熱需要,電 力需要

のずれを蓄熱で調整する目的の他に,不 安定

な排熱 を動力化 して回収する上で,こ うした

蓄熱部 を仲介 させ る方法は興味深い。

5.お わ り に

度域における潜熱蓄熱開発の呼び水 となり,

さまざまなコジェネレーションシステム等に

おける高効率化に大いに役立つもの と考えら

れる。

(かみ もと まさゆき,あ べ よしゆき 電

子技術総合研究所)

筆者らの研究開発を中心に,省 エネルギー

のための潜熱蓄熱技術について紹介した。 ポ

リエチレンとペ ンタエ リトリトールを用いた

潜熱蓄熱は,100～200℃ での排熱利用に適し

てお り,最 も実用化が近い と考えられる。

一方,原 子炉の負荷追従運転 を最終 目標 と

して研究開発中の溶融塩潜熱蓄熱装置の作動

温度は約260℃ である。溶融炭酸塩型燃料電池

などの コジェネレー ション ・システムや排熱

回収有効利用(ヒ ー トポンプ との連係 も可能)

への応用 も期待できる。この技術開発により

溶融塩潜熱蓄熱の技術的可能性 と経済性が実

証 されれば,別 種の溶融塩を用いた広範な温
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自然エネルギー利用住宅システムの開発

渋 谷 紳 一
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1.開 発の背景と必要性

現在わが国のエネルギー消費構成の中で,

住宅用エネルギーの占める割合は12%程 度 と

物 自体 の工夫 に よって,有 効 に利 用 しよ うと

す るシステム を「パ ッシブ シス テム」と呼 ぶ。

本プ ロ ジェク トの技術 課題の一 つで ある

表1自 然エネルギー利用住宅システム

技術開発の概要

推定され,欧 米諸国 と比べ比較的低い水準に
自然エネルギー利用住宅 システム技術の開発

家庭 における自然エネルギー利用 を促 進

あ る。 しか しなが らわが 国では,エ ネル ギー
技術開発課題 し,国 民の生 活水準 を犠 牲にす る こ とな く,

1990年 代 に予 想 され る「エネ ルギー の谷 間」
を越 え る。

事情が厳 しい中でも家庭におけるエネルギー ①家庭用におけるエネルギー消費量の増大

消費量は年 々増大する傾向にある。 開発の必要性 ②石油情勢のひっ迫による自然エネルギー利
用の促進の要請
③ 多様な分野の技術の結集が必要

エネルギー情勢,社 会環境の変容 に伴い住 ①家庭用における自然エネルギー依存率を引
き上 げ,ソ ー ラー システ ム と相 ま って エネ

宅に対す るニーズは変遷 しつつあり,こ れ ら

に応えるため,通 産省は昭和55年 度 より5ヶ

開発目標・効果

ルギー自立住宅を供給。

②既存エネルギー設備により給湯 ・冷暖房 を
行うに要す る費用とほぼ同程度のシステム
価格
③地域特性,各 種の住宅構造に適用可能なシ

年計画で 「新住宅開発プロジェクト」を進め ス テム

①集熱機能 と断熱機能を併せ持つ建材の開発

て来 た。
(選 択透過 フ ィルム ・ガ ラス,複 合 サ ッシ,

複 合ブ ラン ド等)

住宅は,本 来,自 然 とのかかわり合いを大 技 術 開 発 の

②蓄熱材の性能向上及び制御の容易化(潜 熱
蓄熱建材,土 壌長期蓄熱システム等)
③無動力熱移送法の開発(新型ヒー トパイプ,

切にす る建築である。
ポ イ ン ト 例 空気対流システム等)

④ 自然エネルギー利用冷房システムの開発

自然エ ネルギー を,機 械 力 を用いず に,建
(除 湿冷房 等)

⑤ 最適 システム 開発(シ ミュレー シ ョンプ ロ
グラム等)

昭和55年度 昭和56年 度 昭和57年度 昭和58年度 昭和59年度

総 合 研 究 技術動向,開 発基礎 新技術シー ズ調査 伝統的自然エネルギ 評価手法研究 評価,普 及対策
調査 一利用技術調種

シ ミュ レ ー シ システムの既念設計 部材性能予測モデル 自然エ ネル ギー 利用 自然 エ ネルギー 利用 評価,普 及対策
ヨ ン ・プ ロ グ の開発 モデルの開発 モデルの検証
ラムの開発

要素技術の研 モ デル実験 ・デー タ 改良モデル実験'デ 最適化システムの開 評価尺度の研究
究開発 収集 一 タ収集 発

パ イ ロッ トプ 計測 システム とモデ パ イ ロッ トプ ラン ト 計測評価 ・定量評価
ラ ン ト ・シ ス ルの設計 建設 ・計測 指標の策定
テムの開発

図1 自然エネルギー利用住宅システム技術の開発経過

●

●
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0

「自然エネルギー利用技術」では,パ ッシブ

システムを利用 して室内環境 を快適に保 ち,

家庭における自然エネルギー利用 を促進する

ため,安 価で,各 種の住宅構造に適用可能な

建材,部 材等 を開発す るとともに,そ れを組

み込んだエネルギー 自立型住宅 システムの確

立を目的 としている。

なお,自 然エネルギー利用住宅 システム技

術開発の概要 を表1に,ま た経過 を図1に 示す。

2.自 然エネルギー利用住宅の要素技術

の開発

自然エネル ギー利用住宅 の実用化のため

に,多 種 多様な課題がある。住宅周辺のエネ

ルギー源賦存形態別に開発対象技術 を分類す

ると,

○住宅に直接ふ りそそ ぐ太陽 日射熱の利用

法

○住宅の周囲あるいは内に存在する空気の

熱 と流れを利用する方法

○住宅の下にある大地の熱 を利用する方法

にわけられる。また,こ れらの自然エネルギー

を取得 して有効に利用するには,日 射調整,蓄

放熱,熱 移送等の諸技術の開発が必要である。

以上の観点より,昭 和56年 度から下記の開

発分野をとりあげ開発を行って来た。

/

「
＼

＼
○

/

図2床 壁 蓄 熱

① 主に南面開口部への 日射 を有効に利用

するための技術開発(太 陽エネルギー利

用技術)

イ).蓄 熱システム

太陽熱を住宅の構造体や仕上材に蓄

熱する方法であり,日 射の取得方法 と

して直接法(図2)と 間接法(図3)

がある。

ロ).ガ ラス,ブ ラインド等開 口材

太陽直射光 は透過するが,低 温物質が

放射する遠赤外線は反射す る特性 を持つ

選択透過1生ガラスがある。 この特性は,

パ ッシブソーラ技術において,太 陽熱を

十分に取得 し室内からの熱放 出を減少さ

せる効果があり,エ ネルギー利用効率を

高めるガラスとして注 目されている。 ま

た同じような機能をもつフィルム も開発

している。

ブライン ドは住宅において余 り用いら

れていないのが現状である。 しか しなが

らその 日射遮蔽性能や反射特性等 をうま

く利用すれば 自然エネルギー利用技術の

中で多様な利用形態が考えられ る。

② 住宅内における熱的要因による空気流

動に関する技術開発(空 気循環利用技術)

冬場,一 般の建家では南北間の部屋で

室温差が大 きいのが通常であるが,こ の

/

縞

ー
○

ー

＼

、

/

図3壁 蓄 熱(trombewall)

一27一



④

㊥

⑤
毛

ト段手の送搬園

温度差を平均化するため南側の部屋か ら

北側の部屋への熱搬送の方法 として次の

ようなものがあげ られる。

イ空気を熱媒体とした対流τ繍

ロ南面部位と北面部位の間の間仕切

層による伝導熱利用,及 び壁面ふ

く射
ハヒートパイプ等による熱移送

二その他

以上の うち,④ の方法に注 目し,そ の

「集熱」「熱搬送」「蓄熱」「放熱」方法の

効果的なあ り方について検討 を行 った。

(図4)

③ 土壌熱を有効に取 り出す技術開発(土

壌熱利用技術)

土壌熱そのものを取 り出す技術は,土

壌蓄熱における熱回収技術 と基本的に同

じである。熱 を取 り出すためには,土 の

物性 として熱伝導の高い方が利用しやす

い 。

地温は地表面 よ り約10m深 さになれ

ば,年 間を通 じて一定温度 となる。その

温度は気温の年平均値にはほぼ等しいと

言われてお り,有 効に地 中熱を取得する

ことが可能ならば,暖 冷房 に直接利用す

ることも可能である。

直接利用の基本形で,夏 の クー リング

方式 としてクールチューブ方式(図5),

サーマルウェル方式(図6)の2つ を選

(ク/
/二//////

ll{1

/7

{{1{

図5ク ー ル チ ュー ブ 方式

太陽 エネルキー

㌔ 二1轡∴
部 β
位 位
θsθN

へ
ll

外気温

θo

熱 容 量Gp・ γ・Vに

よるが 一 般 にオーハ
ー ヒー トす る傾 向

外気 温 θoに
近 い状 態

図4空 気循環式システム概念図

定 し,実 験装置を建設した。

検討結果を図7に 示す。

④ 潜熱蓄熱作用のある住宅建材の技術開

発

硫酸ナ トリウムやパラフィン等の潜熱

利用蓄熱材は,水 や コンクリー トに比べ

て蓄熱容量が大 きいので,そ れらを用い

ると蓄熱装置を軽量な部分 とすることが

可能である。 しかし,材 料の耐久性をは

じめ とする信頼性,建 築構造部材 として

の材料適性などの問題があり,こ れ らに

ついて検討を行った。

また,硫酸ナ トリウム・10水塩からなる

無機水和塩型潜熱蓄熱材を不飽和ポリエ

ステル樹脂中に分散,固 定 させ たマ トリ

ックス固定蓄熱体(図8)の 開発 を行 った。

⑤ 住宅において動力を用いず熱を移送す

拙
図6サ ー マ ル ウ ェル 方式
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図7入 口 温 度 と 取 得 熱 量 と の 関 係

蓄熱材
分散粒子

(
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ポ リエステル 樹脂

図8蓄 熱材の固定化のモデル

る部材の技術開発(熱 移送部材)

得 られた熱エネルギー を効率 よく,し

か も動力を用いずに移送する技術にヒー

トパイプ利用技術がある(図9)。

住宅での応用例 として,地 中蓄冷技術,

太陽熱利用床暖房システム,風 呂廃熱回

収 システムなどがあり,太陽熱,土 壌熱,

図10夏 期および梅雨期のシステム

(除湿モー ド)概念図

ウイック

蒸気流路
蒸気

境界

蒸発部 断熱部

熱,原から熱エネルギー流入 熱エネルギー放熱

図9ヒ ー トパ イプ の 作 動原 理

廃熱回収利用等に最適 な熱移送部材(ヒ

ー トパイプ)の 開発 を行った。

⑥ 太陽熱利用除湿 システムの開発

太陽エネルギー を,回 転式潜熱交換器

応用除湿機の熱源 として利用することに

より,極 めて小さな電力で居住空間の湿

度 をコン トロールし,夏 期および梅雨期

においては,空 気中の湿分 を取 り除き,

冬期においては,適 度な湿分 を含んだ温

風により暖房を行い,年 間を通 じで快適

な居住空間を提供する除温 システムの開

発 を行った。

夏期および梅雨期のシステム(除 湿モ

ー ド),冬 期のシステム(加 湿 ・暖房モー

ド)の 系統図を図10,図11に 示す。

また,図12に 除湿モー ド実験の代表 日

の集熱量,集 熱温度お よび除湿量を示す。

除湿量 は,集 熱量および集熱温度に応 じ

て増減するが,晴 天 日において約4時 間

空気式集熱器

図11冬 期 の シス テ ム

(加湿 ・暖 房 モー ド)系 統 図
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図12除 湿 モ

にわたって,充 分な除湿効果を維持で き

ることが確認された。

3.自 然エネルギー利用住宅の開発

自然エネルギー利用に関して,昭 和56～57

年度に行ってきた各要素技術の実験成果など

をもとに,さ まざまな要素 を複合的に組み合

わせ、同時比較実験を行 うために静岡県御殿

場市に実験棟3棟,計 測棟1棟 を建設 した。

実験棟3棟 の躯体 は,規 模 ・構造 ・断熱な

どの基本条件 を表2に 示すように統一 してい

る。

この実験の目指す ところは,(1).冷 暖房の

非運転時に,ど こまで快適 な室内気候形成が

可能であるか,(2).冷 暖房時のエネルギー消

費をいかに軽減 し得るか,に ついて実験的に

把握するとともに,シ ミュレーションプ ログ

ラムを検証 し,さ らに,コ ンピューター シミ

13こOO}4:0015:0〔 〕

Tlme

ド 実 験 結 果

17:00

ユレーションによる評価 ・分析を通 じ,自 然

エネルギー利用パ ッシブシステムの要素技術

に対する設計条件の最適化手法の確立を図ろ

うとするものである。

図14に 示すように,3棟 の施設は,そ れぞ

れ熱的に独立した東西の居住空間(Eゾ ーン

とWゾ ーン)よ り成 り,いずれ も異った集熱 ・

蓄熱 ・熱移送 ・放熱形態をもつ システム,お

帽魑醐野 二　

図13実 験施設の全景

タ
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表2実 験施設の概要

●建物規模

●構 造

●室の構成

●断熱性能

建 築 面積 各棟70m2

延 床 面積 各 棟140m2

鉄 骨 軸 組 総2階 建

建 物 中 央部 に熱 的 中性 帯 として の セ

ン ター ゾ ー ン(中 間 室)を 設 け,そ

の東 西 両 側 に8帖 大(南 室)お よび

6帖 大(北 室)の2室(1・2階 計

4室)か らな る東 側 ゾ ー ン(Eゾ ー

ン),西 側 ゾー ン(Wゾ ー ン)が あ り

ます 。

外 壁100mm(東 西 壁 は200mmの 増 し貼

り)間 仕 切 壁50mm,Wゾ ー ン とEゾ

ー ンの 界壁200mm ,床100mm,天 井200

mmの 断 熱 材(フ ォ・一一一一ム ポ リスチ レン)

を使 用,ま た窓 はす べ て複 層 ガ ラス

(3-6-3)を 使 用 してお り,夜

間 に は断 熱 材厚 さ50mmの 断 熱 戸 を閉

め ます 。

よび部材 によって構成 され,そ れ ぞれ時間

的 ・空間的に異なる熱供給が行われるため,

6種 類のシステムを同時に比較実験で きるよ

うに計画されている。

表3の 各実験棟の特徴比較一覧に示す よう

に,各実験棟 には有孔コンクリー トブ ロック,

潜熱蓄熱パイプ,通 気式蓄熱床等の顕熱 ・潜

熱蓄熱部材が組み込まれてお り,室 温安定性

および熱取得 と負荷の時間的ギャップの解消

を配慮 し計画している。

なお,各 実験棟の代表的な実験モー ドを表

4に 示す。

4.シ ミ ュレーシ ョンプ ログラムの開発

自然環境のもつエネルギーを巧みに利用す

る住宅の構造や設備について,そ の熱的効果

や省エネルギー性能などを事前に評価す るた

めに,実 証実験 と並行 してコンピュータによ

るシステムシミュレーション手法の開発が必

要 となる。 シミュレーションは,住 宅の構造

2階

tペ ランダ

「--酢「ー-【------唖--ー匹幽,幽-----「:--ー」

北 室
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一一
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」
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図14実 験棟平面図(各棟共通)

や,部 材構成を数値モデル化 して,コ ンピュ

ータ内に住宅モデルをつ くり,気 象データを

入力 して輻射,対 流,伝 導などによる住宅 と

外界 との熱のや りとりを理論的に計算するも

ので,そ のためのソフ トウェアをシミュレー

ションプログラムという。このシ ミュレーシ

ョンプログラムと入出力データとその応用に

ついて図15に 示す。

このシ ミュ レーションプログラムにより,

室内空気の温度,湿 度,各 部位の温度,蓄 熱

状況,冷 暖房エネルギー必要量などを短時間

で計算することができる。特に住宅の構造や,

部材の構成あるいは地域 を様々に変化させた

場合の住宅の熱的性能などに関 し,実 物の実
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表3 エ ン ジニ ア リング モデ ル の特 徴 比 較 一 覧

実 験 棟 ソーラーエアサーキュレーションシステム(A棟 〉 ダイレク トゲインシステム(B棟) インダイレクトゲインシステムおよびリファレンス(C棟)

ゾ ー ン Wゾ ー ン Eゾ ー ン Wゾ ー ン Eゾ ー ン Wゾ ー ン Eゾ ー ン

概 要

太陽エネルギーを住宅艦体 に ・体化された集熱部材

により集熱 し、得 られた温風 を有孔壁 などを介して

北側室な どに移送 し、昼間あ るいは夜間の室温L昇

に用いるシステム。

窓開口部か ら入射 する太腸 エネルギーにより直接室

内を暖 め、得 じ,れた温風を1階 あるいは2階 の北側

室などに移送 し、昼間あるいは夜問の室温L昇 に用

いるシステム。

太陽エ ネルギーを住宅に設置された温室あ るいは採

熱壁 により集熱L、 温風を居室に移送 し、昼間ある

いは夜間の室温 ヒ昇 に用いるシステム…IWゾ ーン}

各システムの従来住宅 との比較のための標準(リ ブ
♂

アレンス}…(Eゾ ーン}

特 徴 機 能

高温薔熱

何Lコ ンクリート床蓄熱

通気型放射冷却屋根{夏)

南面通気型堀 握 根(冬)

低温集熱

有孔コンクリート壁蓄熱

床卜潜熱パイプ蓄熱

乖直熱移送

通気式コンクリート床幕熱

地中冷熱利用

水幽F熱移送

〔ヒー トパ イフ等1

通気式コンクリート床蓄熱

地中冷熱利用

機能部材による集熱

(付設温室採熱壁}

通気式コンクリート床蓄熱

断熱標準構造

技

術

的

手

段

集 熱

南面通気型集熱屋根

十

集熱ブラインド

集熱ブラインド

(冬1

南面開II部(夏)
"クールチューブ

(冷熱}

(冬)

南面闇 口部 優)

クールチューブ

{冷熱)

付設温室(1階)

採 熱 壁(2階)
南面開II部

蓄 熱
有孔 コン クリー ト床蓄熱

(顕熱)

有孔 コンクリー ト壁蓄熱

(顕熱)

十

床下蓄熱パ イプ(潜 熱)

通気式 コンクリー ト床

(顕熱)

地中蓄冷 榎)

通気式コンクリー ト床

(顕熱)

地中蓄冷(夏)

通気式 コンクリー ト床

(顕熱)
な し

熱 移 送 強制衛環(フ アン)
自然循環

強制循環 〔フアン;

(有孔 コンクリー ト脚

自然循環

強制衛環(ダ クト+プ ア

ン)

自然熱移送(熱 伝導壁)

強制循環(フ アン)

床 トヒー トパ イプ

強制循環 〔フアン} なL

放 熱

冬 温風・幅射 幅 射 温風 ・幅射 温風 ・幅射 温風 ・輻射

な し

夏
通気型放射冷却屋根(冷風}

小屋裏強制排気
通風換気

通風換気

クールチューブ{冷 風)

通風換気

クールチューブ(冷 風) 通風換気

関連機能部材
選択吸収 ・放射膜

集熱ブラ インド

有孔 コンクリー トプロソク

潜熱蓄熱パ イプ

有孔コンクリー トプロツク

通気式蓄熱床

クー ルチューブ

・働 庇

通気式蓄熱床

バルブ付 ヒー トパ イプ

クールチューブ

・r動庇

通気式蓄熱床

付設温宰

採熱壁

・働 庇
幽

可 動 庇

○

表4 各 実 験 棟 の 代 表 的 実 験 モ ー ド

〈ソー ラー エ ア サ ー キ ュ レー シ ョン シ ステ ム(A棟)〉

冬期:集 熱器 によ り集熱 し,得 られ た暖 い空気 を有効壁

を通 じ各部屋へ 移送す る。移送 された温い空気で

部屋 を暖め る。

夏期:夜 の外 気 と放 射冷却屋根 で得 られた冷風 を各室へ

直接吹 き出 し室温 を低下 させ る。

,

〈ダ イ レ ク トゲ イ ン シス テム(B棟)〉

冬期:南 面開 口部か ら入射す る太陽熱で空気 ・床を暖め

るこ とに よって直接集熱 す る。暖め られた床の熱
は ヒー トパ イプ を通 じ,暖 め られ た空気は壁 ・天

井間に設 けた通風 口を通 じ北室へ移送 し,北 室の
空気床 を暖め る。

夏期:地 下 に埋め込 まれた配 管(ク ー ルチューブ)に よ
り土壌熱利用冷房 を行 う。

〈イ ンダ イ レ ク トゲ イ ン シ ステ ム(C棟)〉

冬期:住 宅の躯体 に設置 され た機能部材 お よび付設温室

で集熱 し,暖 め られた空気 は壁,天 井間に設 けた

通風 口を通 じ北室へ移送 し,北 室の空気 ・床 を暖

め る。

夏期:棟 中央部 の吹 き抜 け空 間に よる自然通風換気 で排

熱 を図る。
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入 力 デー タ

・地域 条 件 ,気 象デ ー タ

・住 宅構 造 ,住 宅 仕 様
・パ ッシブ シ ステ ム仕 様

・設 備,機 器 仕 様

・居住 条件

・生 活パ ター ン 等 ……

出 力 デー タ

1シ ミュ レー シ ・ン プ ・ グラ ム

↓

・冷 暖房 必 要 量(熱 負荷)

・エ ネ ル ギー収 支量

・室 温,壁 温 等
・太 陽熱 利 用率 等

簿轡能 撫 護紺 欝 篁

図15シ ス テム シ ミュ レー シ ョン フ ロ グラ ム

入 力出 力デ ー タ とそ の 応 用

験 では時間的,経 済的 に制 約が あ るので,コ

ン ピュー タに よるシ ミュ レー シ ョンを行 うこ

とに よ り,そ れ らの状 態 を把握す るこ とが可

能 とな る。

開発 され た シ ミュ レー シ ョンプ ロ グ ラム

は,各 種の実験 結果 との比較 によ るプ ログラ

ム検 証 を経 て,自 然 エネル ギー利 用住宅 シ ス

テムの総合評価 に用 い られ,よ りよい自然エ

ネル ギー利 用住 宅 システムの開 発に寄与 して

いる。

図16に 単室 のモデ ルに よる実測値 とシ ミュ

レー シ ョン結果 とを比較 した もの を示す。

5.お わ り に

住宅における自然エネルギー利用技術の研

究開発の基本は,主 としてパ ッシブシステム

におけるそれにあるとし,次 の四項 目を基本

課題 と位置づ けた。

① 要素技術の開発 とその性能評価

② 評価のためのシ ミュレーションプログ

ラムの開発

③ 新技術開発 とそのための基礎 応用デ

ータの収集

④ パ ッシブシステムの総合性能評価法の

提案

以上の各項 目についての研究開発が次に述

べるプロセスに従って進められた。すなわち,

基礎調査に始 まり,本 格的研究の前段は,ボ

ックスモデルによる各種要素技術の性能評価

とデータ収集,シ ミュレーションプログラム

の検定,後 段は,エ ンジニア リングモデルに

よる複合要素の性能分析評価が行なわれた。

特に集熱,蓄 熱,熱 移送,お よび放熱機能の

性能要素別の性能表示法は,こ れまでの平均

室温や室温安定性など,リ ファレンスモデル

の総合性能評価法に加 えて,よ りパ ッシブ要

素の固有性能 を表わす もの として有用で あ

り,こ れ らのデー タベースを整備する上で極

めて重要であったと言うことができる。 これ

までの研究成果はデータベー スに整備 され,

シミュレーションプログラムが一般に広 く使

用され るべ くその整備が進め られていること

から,本プロジェク トの開始前 までの,断 熱,

気密性能は定量的であるが,他 の性能につい

ては定性的域 を脱 し得なかった模索的パッシ

ブ設計法 と比較すると,大 きな前進 をとげた。

その点でも当初の開発計画の妥当性は十分実

証されたと言える。

また,本 プロジェク トによって,主 要 なパ

ッシブ要素技術の性能が明確にされ,整 備 さ

れ,そ の評価法 も提案された。更に,シ ミュ

レーションプログラムが開発 されたが,住 宅

の設計において,こ れらの資料が広 く使われ

なければならない。
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図16シ ミュ レ ー シ ョ ン と実 測 値 に よ る 室 温 変 動 の 比 較

しかし,現 時点ではパッシブ システムを積

極的に評価 し組み込んだ自然エネルギー利用

住宅の数は少ない。そこで今後の普及対策 と

しては,つ ぎの項目に力点をお くことが必要

となるであろう。

① 新要素技術の開発と設計に使える性能

データの蓄積,整 備

(特に地域特性別データ)

② 開発要素部材の性能保証 とコストダウ

ン

③ 開 発 され たシ ミュ レー シ ョンプ ロ グラ

ム を用いて設計 した 自然 エネル ギー利用

24

モデル住宅の指定または一般公募 による

デモンス トレーション公開(日 本各地)

と住み心地モニター募集

④ 開発要素部材の形式 ・性能のランク付

け整備

⑤ 要素部材採用住宅への金融政策

⑥ 環境 エネルギー コンサルタン トなど

の資格制度を定め,自 然エネルギー利用

住宅の住 まい方,利 用法など,一 般消費

者教育システム(学 校教育,一 般教育な

ど)を 発足させる。

以上のように,自 然エネルギー利用住宅の
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ための技術開発の足固めがで きた段階の今,

その普及促進には,多 角的な見地からの幅広

い息の長い地道な政策が望 まれるところであ

る。(し ぶや しんいち 主任研究貝)
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「太平洋エネルギー協力会議」 と

エネルギー協力の方向

木 村 徹

は じめ に

さ る3月31日 と4月1日 の2日 間にわ たっ

て,外 務省,通 産省,エ ネル ギー総合 推進委

員 会お よび国際石 油交 流セ ンター の四者の 主

催 に よ って,「 太 平洋 エ ネル ギー協 力 会議 」

(SymposiumonPacificEnergyCoopera-

tion-SPEC)が 開 催 され た。SPECは,こ の種

の会議 としては初め ての もので あ るばか りで

な く,何 よ りも日本 の主催で開か れた とい う

点 に重要 な意議 が ある,と 考え られ る。

そ こで,以 下 で は,こ の会議 の意議 と内容

を紹介す る とともに,今 後のエ ネル ギー協 力

の方向 につ いて も,私 見 を述べ てみ たい。

1.日 本政府の太平洋協力構想の推移

まず,SPECは 上 述の四者 に よって主催

された とはい え,そ もそ もは 日本 政府 の発案

に よって開 催 にいた った もの であ るか ら,こ

れ まで政府 がい わゆる太平洋協 力 に関 して,

どの よ うな動 きを示 して きたか,を 簡単 に振

り返 ってみ よ う。

政府の動 きといって も,政 府 の首相,あ る

いは外相,そ の他 の関係者が"太 平洋協 力"

の 問題 に言 及 した機 会は数 多い。 ここでは,

そ れ ら全 て を紹介す るこ とは不 可能 であ り,

また,そ の必要 もないので,"太 平洋協 力"が

構 想の形 で,あ る程度具 体的 に提 示 され た例

だけ に限 ってみ よ う。 その よ うな限定 をつ け

る と,"太 平 洋協 力"問 題 が クロー ズア ップ さ

れた こ とほ これ までに3～4回 あ った とい う

こ とになる。

その第1回 は三木外 相に よる提案 で ある。

日本政府 が構 想 を最 初に公式 に打 ち出 したの

は,1967年3月,三 木外相の 国会演説 におい

てで ある。 この演説 の中で,三 木 外相 は 「今

やア ジア問題 は,ア ジア太平 洋 とい う広 さに

お いて考 え るこ とが,今 日の 時代の要請 であ

る と と もに,歴 史 の 方 向で もあ る と確 信 す

る。」と述べ,次 いで同年5月 の経済 同友会 に

お ける講 演 「ア ジア太平洋外 交につ いて」で

は,同 外交 には4つ の側面 があ るこ とを指 摘

した。即 ち,第1は 啓発の側面 で,ア ジア太

平洋諸 国がお互 いに運命 を共 有 してい るとい

う意識 にな って もら うこ とであ る。 第2は ア

ジアの地域 協 力の側面で,ア ジア地域 内の協

力 を推進 す るこ とで ある。 第3は 太平 洋先進

諸国 間の協 力の側面 で,オ ー ス トラ リア,ニ

ュー ジー ラン ド,日 本,カ ナ ダ,ア メ リカな

どの 間の協 力体制 を作 り出 して い くこ とで あ

る。 第4は アジア太平洋地域 の南北 問題 の側

面で,「端 的 にいえば,持 て る太平洋諸 国が持

た ざるア ジアを援助 す る とい う問題 であ る。

・D

》
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もっとも,こ のような4つ の側面の認識に

立って,今 後の経済協力を進めていくべ きこ

とを説いた三木外相の講演 も,必 ず しも具体

的な内容をもったものではなかった。しかし,

10年 の期間をおいて次に登場する大平首相の

構想は,む しろ多すぎる くらいの具体的な提

案を含んでいた。

1978年11月,大 平氏は首相就任に先立って

発表 した 「政策要綱資料」の中で"環 太平洋

連帯構想"を 提案 したが,そ の中で 「アメリ

カが中南米諸国に,西 ドイツがECに,そ の

ECが アフリカ諸国に特別の配慮を払 ってい

るように,わ が国が大平洋地域諸国に特別の

配慮を払っていることは当然であろう。」と述

べている。大平首相は1979年3月,環 太平洋

連帯研究グループをスター トさせ,同 連帯構

想の検討を始めた。1980年5月 に発表された

同グループの報告書は,環 太平洋連帯の理念

として,排 他的な地域主義であってはならな

いこと,自 由で開かれた相互依存関係の形成

をめざすこと,さ らに,す でにある二国間,

多国間の協力関係 と矛盾せず,そ れらと相互

補完関係に立つことなどを掲げた上で,環 太

平洋文化基金,技 術協力総合センター,環 太

平洋産業政策 フォーラム,そ の他数 多くのア

イデ ィアやプロジェクトを提案 している。 さ

らに,日 本政府が取 り上げるべ き施策 として,

国際交流基金,留 学制度などの充実,輸 入拡

大など貿易面での体制の改善,金 融 ・資本市

場の国際化などを提案 している。

大平氏のあとをついだ鈴木首相 も,前 任者

の路線を踏襲 して,"太 平洋協力"の 推進には

力を入れたが,1982年6月 にはベ ルサイユ ・

サ ミット出席の後,ニ ュー ヨー久 ペルー,

ブラジルを経て,ハ ワイの東西センターに立

ち寄 り,「太平洋時代の到来」と題する講演を

行って,太 平洋協力問題について,ま とまっ

た考え方を明 らかにした。同首相は1981年1

月のASEAN諸 国訪問の際,「ASEAN人

造 りプロジェク ト」を提唱し,そ れに もとつ

いて,域 内各国での人造 りセンターの設置が

進められて きたが,こ れは中曽根内閣におけ

る太平洋人造 り構想に先立つ ものであった。

中曽根首相は就任以来,太 平洋協力の重要

性 を唱えてきたが,1985年 初めの日米首脳会

談,そ れに続 くオース トラリア,ニ ュージー

ラン ドなどでの歴訪において,改 めて太平洋

協力構想を提唱 して注目をあびた。折から,

1984年11月 に再選 されたレーガ ン米大統領

が,外 交政策の柱の一つに太平洋協力の推進

とい うテーマを据えたことも手伝 って,そ の

後太平洋協力は中曽根内閣の重要政策の一つ

になっている。中曽根内閣の太平洋協力は,

(1)経済,文 化,技 術等の各分野を対象 とし,

(2)民間主導で,(3>排 他的でな く,開 かれた協

力を行い,(4)ASEAN等 関係諸国のイニシ

アチブを尊重する,と いう原則を掲げている。

ところで,こ れ までの所,中 曽根首相の下

で具体化が進んでいるもの としては,ま ず,

人造 り協力があげられるであろう。上述のよ

うに,人 造 りについては,す でに鈴木内閣で

も構想が推進 されていたが,1984年7月,安

倍外相はASEAN拡 大外相会議において,

太平洋協力の具体的なテーマ として,ASE

AN人 造 り構想の実績にもとつ いて,太 平洋

人造 り構想を提案 した。これを受けて,翌 年

の同会議では,32プ ロジェク トか らなる緊急

行動計画の実施が決定され,日 本 もその中の

12プ ロジェクトに関与することになった。

このように,中 曽根内閣における太平洋協
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力構 想では,人 造 りが先 行 して きたが,そ れ

に続 いて具体化 がはか られつつ あるのがエ ネ

ルギー協 力,と くに石炭協 力で あ る。

2.「 太平 洋 コール フロー構 想」の検討

と実施

太平洋地域における石炭協力の問題は,資

源エネルギー庁が1984年 度から1985年 度にか

けて検討 してきた ものである。「太平洋 コール

フロー構想」と呼ばれるこの協力構想につい

ては,資 源エネルギー庁の指導の下に新エネ

ルギー総合開発機構(NEDO)が 日本エネ

ルギー経済研究所へ研究 を委託 し,同 研究所

では,筆 者が責任者 となって,各 方面の専門

家の方々の助言をいただきながら,構 想の取

まとめのお手伝いをしてきた。

SPECに おいては,資 源エネルギー庁の

高橋石炭部長が 「太平洋地域における石炭利

用拡大のため国際協力 『太平洋コールフ

ロー構想』 」 と題 して報告 を行い,政 府

の考え方を明確に打 ち出 しておられるので,

その内容を紹介 してみよう。

高橋氏によれば,太 平洋コールフロー構想

とは,石 油代替エネルギーの柱である石炭に

注目し,適 切 な国際協力を通 じて,石 炭火力

等を中心 とする関係各国の石炭利用拡大を図

る,と いう構想であるが,ま ず,石 炭利用を

拡大 してい く必要性が どこにあるか とい う

と,そ れは(1)アジア ・太平洋地域の経済成長

とエネルギー安定供給の確保ならびに(2)同地

域の石油依存度の低下にあり,豊 富な石炭資

源の存在がそれを可能 にするであろう。 しか

も,石 炭利用拡大がこの地域の経済に与える

インパ クトは,例 えば,投 資や貿易に与える

影響をとってみても,大 きなものがある。 し

たがって,石 炭利用拡大のために,次 のよ う

な国際協力を進めることは極めて意義がある

と考えられる。

第1は,石 炭火力および一般産業の石炭利

用に関する協力である。この種の協力につい

ては,ま ず,電 源開発計画,一 般産業のボイ

ラー建設計画における石炭の導 入決定に不可

欠な要素である世界の石炭需給等についての

情報の交換 を行 うことが考えられる。 これに

ついては,各 国において石炭に関する情報セ

ンターを設立し,そ のネットワー ク化を図る

ことも一案であろう。また発展途上国の石炭

火力建設計画の促進のため,石 炭火力運転の

ための研修施設の整備を行い,技 術者の教育

を促進 した り,あ るいは,石 炭火力や関連イ

ンフラの建設に対して資金協力を実施 した り

することが考えられる。

第2は,石 炭利用新技術に関する協力であ

る。石炭利用を拡大するためには,中 ・長期

的視点にもとつ く石炭液化,ガ ス化技術の開

発 と,短 ・中期的に実現可能 とみ られる各種

の加工 ・利用技術の開発を行 う必要がある。

前者については,オ ース トラ リア ・ビクトリ

ア州における褐炭液化プラン トや イン ドネシ

ア ・スマ トラにおけるバンコ炭ガス化プロジ

ェクト等の技術開発 ・協力が日本の手で推進

されている。また後者について も,流 動床燃

焼技術や石炭 ・水スラリー,COM技 術,さ

らにはCCS(コ ール ・カー トリッジ ・シス

テム)等 多くの課題について開発が進められ

ており,そ れらについてアジア太平洋地域の

諸国と協力を進めることも可能である。

第3は,石 炭資源開発に関する協力である。

石炭利用を拡大するには,そ の供給源 を確保
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する必要があり,輸 入または国内炭の開発に

よって対応することになるが,基 本的な考え

方 としては,経 済性を重視した,自 由な市場

原理 をできるだけ活用す ることが望 ましい。

ただし,自 国の石炭需要には国内炭を供給す

る,と いう計画をもっている国 もみられるの

で,そ のような国に対 しては,経 済性 に関す

るコンサルテーションや,地 質調査,探 鉱,

開発,輸 送などについての技術協力を実施す

ることが望 ましい。

以上のような内容をもつ 「太平洋コールフロ

ー構想」は,よ うや く検討の段階を終って,協 力

の実施の段階に移 りつつあ り,中 部 スマ トラ

地域の石炭地質調査 をNEDOが 実施す るな

ど,すでにい くつかの成果がみえ始めている。

ところで,前 述の ように,人 造 り協力に続

いて,具 体的な検討 と,部 分的には実施が進

んでいるのがエネルギー協力であるが,今 回

開かれたSPECは,こ のエネルギー協力の

一環として,し か も,太 平洋地域におけるエ

ネルギー協力 をどの ように進めてい くべ き

か,と いう問題を太平洋地域諸国の関係者が

一堂に会して討議す る場を提供するために,

日本の手によって企画されたとい うことがで

きるであろう。

3.エ ネルギーの安定的供給への模索

さて,SPECの 趣 意書 はその開 催の必要

性 につ いて,次 の よ うに述べ てい る。

(1)現 在,世 界のエ ネル ギー市場 は,二

度の石油 危機 後の代 エネ ・新エ ネの開

発努 力,省 エ ネの推進,景 気 その もの

の停滞等 に よ り,基 本的 に緩和 基調 に

あ る。 しか し,将 来,再 びエ ネル ギー

需給が逼迫 す るのではないか との懸念

と共に,産 業,経 済のソフ ト化やエネ

ルギー間競合の進展の結果,エ ネルギ

ー をめ ぐる環境が大 きく変わる可能性

も一方で指摘 されている。

(2)太 平洋地域は,エ ネルギー資源の賦

存,生 産お よび消費構造,更 には人的

技術的資源の賦存状況等から見て極め

て多様な国によって構成 されている。

そして,各 々の国にとって,エ ネルギ

ー問題は自国の発展にとって極めて重

要であると共に,こ の地域のエネルギ

ー経済社会動向は全世界に極めて大 き

なインパ クトを与える。

(3)従 って,こ の地域におけるエネルギ

ー需給の展望 ,各 資源の有効利用,貿

易のあり方,各 種技術協力の推進等に

ついて,こ の地域の有識者が自由な立

場から情報 を交換 し,将 来の太平洋エ

ネルギー協力のあり方について意見を

述べあうことは極めて意義深いと考え

られる。

(4)以 上の議論は当然のことながら 「グ

ローバ リズム」を前提 としてお り,決

して 「閉ざされた リージョナ リズム」

を意図す るものではない。域内の交流,

協力が地域の発展のみにとどまらず,

世界経済の発展につなが ることを期待

しているものである。

このような趣 旨の下に,SPECは,前 述

のように,さ る3月31日 および4月1日 の両

臥 赤坂プ リンス ・ホテルで開かれたが,全

体のプログラムは,第1日 が基調演説 とA,

B,Cの3つ の分科会,第2日 が分科会の継

続 と全体会議 という構成になっていた。
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まず,基 調演説は全体の議長である向坂正

男氏(国 際エネルギー政策フォーラム議長)

の他,李 鳳端(韓 国動力資源部次官),ス プロ

ト(イン ドネシア鉱山エネルギー大臣),フ ェ

アバ ンクス(前 米国務省太平洋問題大使)の

各氏によって行われた。

次に,分 科会Aは 「太平洋地域のエネルギ

ー需給構造の変化 と有効活用」,分 科 会Bは

「太平洋地域の石炭の有効利用の可能性 と電

力化の展望」,分 科会Cは 「太平洋地域におけ

る石油,天 然ガス市場の変化 と今後の展望」

というテーマの下に開かれた。

これ ら全体会議 および分科会 にお ける講

演,報 告や討議 を全て紹介することは不可能

であるから,こ こでは,特 にエネルギー協力

に直接言及しているものだけを取 り上げるこ

ととしたい。 また,筆 者はB分 科会に出席 し

たが,他 の分科会の模様については,主 とし

て提出された講演内容などについて,紹 介す

ることにしよう。

SPECで 論 じられた主要なテーマの1つ

は,エ ネルギーの需給や価格の安定化へ努力

す ることが,特 に現時点において重要である

ということである。1986年 初めからの原油価

格の急落に直面 して,少 くとも石油輸入国側

は原油価格の安定化をはかるための協力につ

いて,異 口同音にその重要性 を唱えた。

韓国の李動力資源次官は 「新 しいエネルギ

ー秩序に向けて一 再考の時」 と題する基調

講演の中で,「今こそ過去 を反省し,長 期的展

望に立って,変 動より安定,対 決 より妥協 を

重ん じたエネルギー市場の新秩序 を打ち立て

るべ きである。」と主張 した。李次官は生産国

に対 しては,「一方的な価格設定や不平等,不

公平 な契約方法を変えなければならない。」と

述べ,他 方,消 費国に対 しては,「石油価格は

短期間に上昇 し,元 に戻 るのに長期間かかる

という事実を忘れてはならない。」と警告 して

いる。

資源エネルギー庁の畠山石油部長は 「新た

な時代に対応する日本の石油政策」というC

分科会報告において,「渡辺通産大臣も,安 倍

外務大臣も,そ して中曽根総理大臣も,例 え

ばサウジの石油大臣や米国のエネルギー大臣

が日本を訪れた時 『石油価格は安定している

方が望 ましい』と述べている。」ことを強調 し

た。そ して,石 油価格の安定化のための手段

として,"フ レキシブル ・スイッチング・シス

テム"(石 油が安い時には,石 油 を使 うように

し,需 給がタイ トになった時には,他 のエネ

ルギーを使うように転換するシステム)の 開

発,お よび石油備蓄の積み増 しを提案 してい

る。

さらに,日 本石油の石川副社長は,同 じく

C分 科会で,原 油価格の軟化が原油の探鉱,

開発を減退 させる恐れがあり,そ のような状

況が続けば,石 油需給は早期に逼迫 し,石 油

に対する信頼が失われて,石 油会社,産 油国

双方にとって好ましくない結果 を招 くであろ

う,と 警告 し,産 油国に対 して,探 鉱 開発

のインセンティブを維持するために、現在の

条件を緩和する必要があることを説いた。

以上のような消費国,輸 入国側の見解に対

して,フ ェアバンクス氏はその基調講演で,

市場メカニズムを強調 した。「資源を最 も有効

に配分できるのは市場である。国内市場であ

れ,国 際市場であれ他のいかなる計画や協力

の メカニ ズムよ りも市場 は効率的に機能す

る。市場がカルテルなどの制約 を受ける 『協

力』パラダイムは,世 界市場 とのつなが りが
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深 いこの地域で は,特 に避 け なけれ ばな らな

い。」とい う趣 旨の こ とを同氏は述べ てい る。

また 「ア ジア太平 洋諸国 には,独 自の市場 を

確 立す るの に十分 な石炭や 天然 ガスの資源が

あ り,オ イル シ ョックの教 訓か ら石炭 やLN

Gの 利 用 も進 んでい る。 市場は,特 別 な関係

や,他 の不安定 な供給源 を求 め な くと も,十

分 に機 能 し,発 展 し うる。 また,今 後,エ ネ

ルギー 間での競 争が続 くため,1970-80年 代

初期のエ ネル ギー価格不安 が再 び引 き起 こ さ

れ る こ とは ないで あろ う。」 と,「 競 争」のパ

ラ ダイムが 良い効 果 を もた らす 条件 が整 って

い るこ とを指摘 した。

4.石 炭利用拡大 とその制約条件

主として最近の石油情勢を念頭において展

開された以上のような議論に対 して,供 給量

および価格のいずれについて も,安 定的なエ

ネルギー源た りうるのが石炭であることを主

張したのがアメリカ,カ ナダ,オ ース トラリ

ア,さ らにはイン ドネシアなどの産炭国であ

る。

カナダ石炭協会のR.T.マ ー シャル会長は

「カナダ炭の太平洋地域における火力発電用

利用に関す る現在および将来展望」 と題す る

報告をB分 科会で行 った。その中で同氏は「こ

の地域の産業の発展に伴う電力需要 を考えた

場合,石 炭は最 も安定した発電用燃料 とな り

うる。」とし,「 カナ ダには,石 炭の長期安定

供給をはかるための十分な資源,技 術的 ・資

金的能力と意志がある。」 と述べた。

オース トラリア石炭協会のJ.B.ト ムソン

会長は 「将来の石炭貿易におけるオース トラ

リア と太平洋地域諸国およびASEAN諸 国

との協力」 とい う報告 をB分 科会で行 った。

その中で特徴的だったのは,前 述のフェアバ

ンクス氏の基調演説 とは対照的に 「国際石炭

市場の安定 を計るためには,輸 出国 と輸入国

とが適切な協力体制 を確立す る必要があ り,

需給両サイ ドが長期的視野に立って,価 格設

定や契約締結 を行わなければならない。」との

見解を明らかにしたことである。そして,オ

ー ス トラリアがその立地条件から,国 際協力

にもとつ く各国間のコールフローの効率的拡

大に貢献 しうること,さ らに,オ ー ス トラ リ

アは安定 した生産 と輸出,高 水準の輸送 ・港

湾設備,石 炭開発 ・採掘 ・利用の高い技術,

ならびにその指導などの実績 を有 しているこ

とが主張 された。

ア メリカのピーボデ ィー社の社長で,OE

CDのCIAB(CoalIndustryAdvisory

Board;石 炭産業諮問委員会)議i長 をつ とめ

るR.H.ケ ノン氏は 「太平洋地域における経

済発展およびエネルギー安全保障のための石

炭」 と題する報告 をB分 科会で行 った。同氏

はそこで,「エネルギー多様化を進める上での

要因の1つ は価格であるが,石 炭業界は競争

が激 しく,し たがって経営努力によって,価

格が安定してお り,例 えば,現 在のアメ リカ

の石炭輸出価格は1979年 から9%し か上昇 し

ていない。」と指摘 し,ア メリカは石炭その も

のだけではなく,豊 富な経験や技術を輸出す

る用意があることを述べた。

これら既存の石炭輸入国に対 して,新 興の

石炭生産国であるイン ドネシアのシギット氏

(鉱山エネルギー省鉱山総局長)は,長 期的

には,ア ジア諸国を初めとして,石 炭の利用

が進むであろう,と いう展望の下に,イ ン ド

ネシアがこれ ら市場に進出してい く見通 しを

一41一



明らかにした。即 ち,太 平洋諸国に対する石

炭供給は,こ れ までオース トラリアとアメ リ

カが独 占して きたが,そ の立地条件から,イ

ン ドネシアは東南アジアだけでな く,日 本,

韓国,台 湾,香 港 などの諸国に対 しても石炭

を供給する可能性 を秘めてお り,こ れら各国

の需要の10%程 度 を供給できると見込んでい

るという。

それぞれ立場こそ異なるが,石 炭供給の拡

大の必要性 と可能性 を強調 した産炭国代表の

発言に対 しては,日 本,韓 国など輸入国の代

表者か ら,電 力需要の将来見通 し,現 在の石

油 と石炭の価格関係 などを考慮すると,石 炭

利用の拡大その ものが必ずしも容易ではない

ことが指摘 されたが,に もかかわ らず,よ り

安定的なエネルギー源 としての石炭が,石 油

価格の急落の下でクローズアップされたこと

は事実である。

ところで,石 炭利用の拡大には,上 記のよ

うなものばか りでな く,環 境への影響 という

制約条件がある。 もちろん,こ の制約条件は

石炭にのみ限 られたものではないが,反 面,

石炭には環境への影響が相対的に大 きい とい

う問題があることも否定することはできない

であろう。

「アジアにおける長期環=境制約下のエネル

ギー利用」 というテーマにつ き,A分 科会で

報告 した茅陽一東大教授は,非 商業エネルギ

ー と森林乱伐の問題 と並んで,酸 性雨および

二酸化炭素の問題 を取 り上げ,こ れらの環境

影響をも考慮 した,長 期間にわたるエネルギ

ーシステム計画の作成がアジア諸国の課題で

あることを強調 した。

さらにB分 科会では,中国電力の宮崎氏(常

務取締役)が,日 本が環境対策の面でアジア

太平洋諸国 と協力を行 う用意があることを述

べ,ま た,資 源エネルギー庁の野々内長官 も

3月31日 のランチ ョン ・スピーチの中で,環

境対策に関 して,日 本が人材派遣等を通 じて,

技術の トランスファーを積極的に行 う用意が

あることを述べている(な お,こ の野々内長

官のスピーチは,本 稿では詳細に紹介する余

裕がなくなったが,日 本政府の考 えている太

平洋エネルギー協力について,非 常によ くま

とまったものであるので,関 心のある方は是

非,参 照 されたい)。

5.情 報 ・意見 交換 の システム をど う作

るか

最後に触れてお きたいのは,今 後の太平洋

エネルギー協力における情報交換の重要性で

ある。

この点については,例 えば,ESCAP事

務局次長の中川氏も,バ イオマス,太 陽エネ

ルギー,風 力に係わる情報ネ ットワー ク設立

の提案がESCAPで なされ,現 在,各 国が

その中心 となるべ きテーマを検討 しているこ

とを紹介 している。

すでに紹介 したように,資 源エネルギー庁

の高橋石炭部長は,石 炭に関する情報センタ

ーを設立 し,そ のネッ トワー ク化を図ること

が石炭に関する情報交換のための1案 ではな

いか としている。

さらに,オ ース トラリア石炭協会の トムソ

ン会長 も,石 炭貿易においては,基 本的には

供給者 と消費者 との,自 由市場 における交換

に もとついて,価 格 と需給のバランスが決定

されるべ きであるが,オ ース トラリアは,両

者の安定 をさらに向上させ るような協議機関
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(メカニズム)の 設置 も支持 したい,と 述べ

ている。

前述のように,そ もそもSPECそ の もの

が太平洋エネルギー協力の一環 として,し か

も,協 力推進のための意見 ・情報の交換を目

的 として開かれただけに,情 報交換 自体に対

す る反対論は出てこないであろうが,ど のよ

うな狙いで,ど のような情報 を交換するか,

とい う問題については,例 えばフェアバンク

ス演説が示唆するところと,ト ムソン報告が

述べ るところとでは,微 妙なちがいがあるこ

とは,い うまで もない。

このような立場の相違を十分 に認識 しなが

ら,こ れからの太平洋エネルギー協力が具体

的に展開 されてい くことが期待 されるが,そ

の際,わ れわれがとくに日本の姿勢について

留意 しておかなければならない,と 考 えられ

る2～3の 点を指摘 して,本 稿 を閉じること

としたい。

第1は,経 済協力や技術協力に関 して,日

本がよ り能動的 な姿勢 に転換す ることであ

る。その1つ の例は"要 請主義"を 可能な範

囲で修正 し,協 力プロジェク トの選択や内容

に対 して,日 本側か らの評価 を可能な限 り導

入 してい くことである。 このような姿勢の転

換のためには,当 然,評 価能力の整備 と向上

が必要 になる。 また,当 方の都合からでたも

のでな く,一 人よが りでもない協力を行 うに

は,対 象国の実態の把握が不可欠であ り,そ

の点で特に向坂,野 々内,中 川,茅 などの各

氏が指摘 したアジア諸国の薪炭消費の現状 と

問題点については,日 本 における研究の充実

が期待される。 もう一つの例は,よ り広い意

味の協力の一環 として,太 平洋地域における

エネルギー産消対話 に対 して,日 本がイニシ

アチブをとることであろう。 その際にまず取

上げるエネルギー としては,C分 科会で安西

氏(東 京瓦斯常務)が 指摘 してお られたよう

に,天 然ガスや石炭の"太 平洋エネルギー"

が適当であろうが,い ずれにせよ,こ のため

に も産消対話の土俵 を提供する意味で実態分

析 と政策提案の深化が求められる。

第2は,エ ネルギー協力における民間企業

の認識 を改めるべ きことである。野々内長官

は 自由な民間のイニシアチブを強調しておら

れたが,残 念ながら,日 本のエネルギー関連

企業においては,こ のような要請に応えるに

足る動 きができているとは,到 底,い いがた

いのが現状であろう。関連企業の発想の転換

が期待 されるゆんである。

第3は,太 平洋エネルギー協力に参加する

国々の範囲の拡大について,独 自の見解 をも

つ ことである。今回のSPECに は中国(中

華人民共和国)お よび台湾(中 華民国)の 双

方 とも参加がみ られなかったが,国 名表示の

工夫によって,国 際会議 に彼等が参加する例

は少なくない。さらに,会 議への参加問題 と

は別に,太 平洋エネルギー協力の構想におけ

るソ連,ベ トナムなど中国以外の社会主義国

の位置づけの問題がある。特にベ トナムはや

がて大 きな協力の対象 とな りうるだけに,今

からその対応の仕方 について十分に検討 して

お くことが望ましい。(きむら とおる 勧 日

本エネルギー経済研究所研究理事)
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研究所のうごき
(昭 和61年4月1日 ～6月30日)

◇ 理事会開催

第23回 理事会

日 時:6月18日(水)12:00～13:30

場 所:経 団連会館(9F)906号 室

議 題:

(1)昭 和60年 度 事業報告書および収支決算書

(案)に ついて

② 理事の一部改選について

◇ 月例研究会開催

第34回 月例研究会

日 時:4月25日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13F)1303会 議 室

議 題:

(1)燃 料 電池の経済性評価について

(工業技術院ムー ンライ ト計画推進室 野

崎 健氏)

(2)米 国 における代替電源の開発状況

(主任研究員 茂 田省吾)

第35回 月例研究会

日 時:5月30日(金)14:00～16:00

場 所:幸 ビル(13F)1303会 議i室

議 題:

(1)米 国DOEの 新 エネルギー予算の動向

(エ ネルギー技術情報センター長 大塚益

比古)

(2)ソ 連 の原子力発電所の事故について

(主管研究員 松井一秋)

第36回 月例研究会

日 時:6月27日(金)14:00～16:00

場 所:大 和生命 ビルスカイホールB会 議室

議 題:

(1)SDIに つ いて(工 業技術院大型プロジ

ェク ト研究開発官 中島一郎氏)

(2)溶 融 炭酸塩型燃料電池の燃料 多様化の可

能性(主 任研究員 鈴木正博)

◇ 主なできごと

4月3日(木)「 原子力プラン ト運転の信頼性 に

関す る研究会」開催(第46回)

7日(月)「 原子 力発電 所技術基準 等調査

第3回 中小型炉に関する検討会」

開催

23日(水)「 プ ル トニ ウム利用方策 開発調

査」第6回 委員会開催

25日(金)第34回 月例研究会開催

5月15日(木)「 原子力発電所技術基準等調査

第4回 中小型炉に関する検討会」

開催

21日(水)「 エネルギーフロンティア計画調

査 市町村会」開催

30日(金)第35回 月例研究会開催

6月5日(木)「 原子力プラン ト運転の信頼性に

関す る研究会」開催(第47回)

11日(水)「 プ ル トニ ウム利用方策 開発調

査」第7回 委員会開催

18日(水)第23回 理 事会開催

◇ 人事異動

04月1日 付

(採 用)栗 原利夫 主任研究員に任命,プ

ロジェク ト試験研究部

配属

(採 用)高 部文子 研究員に任命,プ ロジ

ェク ト試験研究部配属

(嘱託の委嘱,期 間昭和63年3月31日 まで)

大塚益比古 エネルギー技術情報セ

ンター長に任命

(嘱託の委嘱,期 間昭和62年3月31日 まで)

東京大学工学

部助教授 班 目春樹 研究嘱託

05月1日 付

副主席研究貝

プロジェク ト

試験研究部 三井英彦 部長代理(主 として原

子 力 に関 す る業務 担

当)に 任命

05月31日 イ寸

主任研究員プ

ロジェク ト試

験研究部 伊藤正彦 退職(出 向解除)
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研究員プロジ

ェク ト言式験研

究部 青木利江

06月1日 付

(採 用)紺 谷健 一朗

06月30日 付

業務部長 佐藤幸男

主任研究員プ

ロジェク ト試

験研究部 深 田昭彦

イ衣原頁ヨ艮耳哉

主管研究員に任命,プ

ロジェクト試験研究部

配属

退職(出 向解除)

退職(出 向解除)

◇ そ の 他

外国出張

(1)片 山優久雄主管研究 貝と鈴木正博主任研

究員とは,「欧米におけるCWMの 導 入,流

通計画の実態についての調査」のため,5

月17日 か ら6月8日 の間,ス ウェーデ ン,

イタ リア,米 国及びカナダに出張 した。

(2)谷 村康夫主任研究員は,「米国における火

山発電研究(マ グマ発電研究)の 実態調査」

のため,6月12日 か ら同月27日 の間,米 国

に出弓長した。
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